


新潟市は、 古く は北前船が寄港する 「 みなと まち 」 と し て栄

え、 現在では高い拠点性や、 様々な都市機能が集積する 「 都市

部」 と 自然環境に恵まれた「 田園地域」 と が近接し 、 双方の良

さ と 価値を 認め合いながら 共存する暮ら し やすいまちです。

信濃川と 阿賀野川の二大河川に育まれた肥沃な大地から は、

米を はじ め野菜、 果樹、 花き 、 畜産物など多様で良質な農産物

が生産さ れ、 市内各地で農業体験や食文化を 通じ た地域づく り

が進む、 食と 農の魅力にあふれた全国有数の大農業都市を 形成

し てき まし た。

し かし ながら 、 少子・ 超高齢社会の進展や人口減少によ る 消費の低迷、 担い手の減少な

ど、 農業を 取巻く 環境は大変厳し い状況にあり ます。

さ ら に、 気候変動や国際情勢等の影響から 、 環境負荷の低減や食料安全保障への関心が

高まっ ており ます。 市民の皆さ まの健康で豊かな暮ら し を 守る ためにも 、 本市の強みであ

る「 食と 農」 の地域資源を 最大限に活かし 、 生産者と 消費者、 様々な関係者によ る 連携を

通じ て、 自然環境と も 調和し た持続可能な農業が維持さ れていく こ と が重要です。

こ のよ う な 状況を 踏ま え、 こ のたび、 本市農業・ 農村の更なる 振興を 図る こ と を 目的

に、 施策の方向性を示す基本計画と なる「 新潟市農業構想」 を策定し まし た。

今後、 本構想を も と に、 農業者を はじ めと し た市民の皆さ ま や農業関係団体及び事業

者、 国や県などと 連携し 、 総合的かつ計画的に施策を 推進し ます。 そし て、 大農業都市と

し ての強みに磨き を かけ、 意欲ある 担い手が夢を も ち、 取り 組める 農業の実現を 目指すと

と も に、 将来にわたり 田園の恵みを 感じ ながら 心豊かに暮ら せる 都市づく り を 進めてまい

り ます。

結びに、 本構想の策定にあたり 多大なる ご尽力を いただき まし た新潟市農業構想策定部

会委員の皆さ まを はじ め、 貴重なご意見を いただき まし た皆さ まに心よ り 感謝申し 上げま

す。

令和５ 年４ 月

新潟市長　 　 　 中 原　 八 一
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新潟市農業構想に つ い て

位置づけ

計画期間

新潟市農業構想（ 以下、「 本構想」 という） は、 新潟市農業及び農村の振興に関する条例に示さ れた基本

理念に基づき、 食料、 農業及び農村に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため策定するも ので、 本市

の食料、 農業及び農村に関する基本計画と なるものです。

本構想は、 本市における最上位計画である「 新潟市総合計画」（ 以下、「 市総合計画」 という） の分野別計

画としても 位置付けら れており 、 市総合計画が示す基本的方向と 整合を図り ながら、 その方策・ 取組を的確・

確実に進めることにより 、 本市農業・ 農村の振興につなげていきます。

また、 国や県の各種農業振興関連計画とも 整合・ 連携を図り 進めていきます。

本構想は、 令和 5（ 2023） 年度を始期とし 、 令和 12（ 2030） 年度までの 8 年間とします。

計画期間開始後 3 年を目途に、 社会経済状況の変化をふまえて本構想の中間見直し を行います。  
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分野別計画

農業分野

新潟市総合計画
令和 5 ( 2 0 2 3 ) ～1 2 ( 2 0 3 0 ) 年度

新潟市農業構想
令和 5 ( 2 0 2 3 ) ～1 2 ( 2 0 3 0 ) 年度

新潟市農業及び農村の振興に関する 条例における基本理念（ 第 2 条より ）

　 食 料

食料は、 健康で豊かな市民生活を 支えるも のであるこ と から 、 安心で安全な農産物が安定的に生産さ れると と も に、

地域で生産さ れた農産物（ 地場農産物） の当該地域内における流通及び消費の促進が図ら れなければなら ない。

　 農 業

農業においては、 農地、 農業用水その他の農業資源及び多様な担い手が確保さ れ、 こ れら が効率的に組み合わさ れる

と と も に、 自然環境と 調和し た持続的な発展が図ら れなければなら ない。

　 農 村

農村は、 良好な景観の形成、 洪水の防止、 生態系の保全等の農村の持つ多面的機能を 有し 、 農産物の生産、 生活及び

地域活動が共存する場と し て整備及び保全が図ら れなければなら ない。
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 我が国の総人口は、 平成 27（ 2015） 年国勢調査においてはじ めて減少に転じ まし た。 今後も

減少は続き、令和 37（ 2055） 年には 1 億人を割ると 推計さ れています。 特に生産年齢人口（ 15

～ 64 歳） の減少による担い手不足が深刻化するととも に、 国内の食料需要の減少が危惧さ れ

ます。

■ 本市の令和 2（ 2020） 年国勢調査における総人口は約 79 万人で、 近年は減少が続いており 、

我が国と 同様に生産年齢人口の減少と 高齢化が着実に進行しています。

図 1   人口の推移（ 全国）

図 2   人口の推移（ 本市）

出典： 実績値は「 国勢調査」 総務省統計局、 推計値は「 日本の将来推計人口（ 平成 29 年推計）」 国立社会保障・ 人口問題研究所
※ 2015 年及び 2020 年は不詳補完値による

出典：「 国勢調査」 総務省統計局
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 我が国の食料自給率は、 長期的に低下傾向で推移しています。

■ 令和 2（ 2020） 年に閣議決定し た食料・ 農業・ 農村基本計画では、 令和 12（ 2030） 年までに

供給熱量ベースで 45％、 生産額ベースで 75％まで高める目標を掲げています。

■ 国は、 食料自給率目標の達成に向け、 国産農産物の消費拡大や、 国内農業の生産基盤強化に

向けた施策を進めています。

■ ライフスタイルの変化に伴い食の外部化・ 簡便化が一層進み、 食料需要が生鮮食品から 付加価

値の高い加工食品にシフト すること が見込まれるなど、 消費者のニーズが変化しています。

■ 健康志向、 環境志向、 安全・ 安心など、 食に求める消費者の価値観も 変化しています。

■ 人口減少や食生活の変化に加え、 新型コロナウイルス感染症拡大等による影響も あり 、 米※の

1 人当たり の年間消費量は減少が続いています。 消費者・ 実需者の需要に応じ た多様な米の安

定供給が求めら れています。

※： 主食用米のほか、 菓子用・ 米粉用の米

図 3   国民 1 人・ 1 年当たり の品目別消費量の推移

図 4   総合食料自給率

出典：「 令和 3 年度 食料・ 農業・ 農村白書」 農林水産省

※平成 30(2018) 年以降は、 イ ン（ アウト ） バウンド による食料消費増減分を補正し た数値

出典：「 令和 2 年度食料需給表」 農林水産省
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図 5  農業生産額と 農業所得の推移

図 6  農産物価指数等の推移

出典：「 令和 2 年農業・ 食料関連産業の経済計算（ 概算）」 農林水産省

※中間投入は（ 生産に要し た財（ 資材等） やサービスの費用）、 固定資本減耗及び間接税の合計

出典：「 農業物価統計調査」 農林水産省

※農業交易条件指数： 農産物と 農業生産資材の相対的な関係の変化を 示すも の

※農産物価格指数： 農業経営体が販売する個々の農産物の価格を 指数化し たも の

※農業生産資材価格指数： 農業経営体が購入する農業生産に必要な個々の資材の小売価格を 指数化し たも の

※いずれも 平成 27 年を 基準時（ H27= 100） と し た指数
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 我が国の農業生産額及び農業所得は、 長期的には減少していますが、 中間投入等が増加傾向に

あります。

■ 農産物価格指数は近年上昇傾向ですが、農業生産資材価格指数も上昇しています。 特に、原油、

肥料、 飼料などの生産資材や運搬コ スト の上昇など、 国際情勢を背景とし た影響がみら れる

こと から 、 今後の動向を注視する必要があります。
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図 7   農畜産物の輸出入状況

図 8  世界人口の見通し 図 9  穀物等の国際価格

出典：「 農林水産物輸出入概況」 農林水産省

出典：「 2050 年における世界の食糧需給見通し

　 　 　（ 令和元年 9 月）」 農林水産省

出典：「 令和 3 年度 食料・ 農業・ 農村白書」 農林水産省

0

20

40

60

80

100

高所得国中所得国低所得国

R32
(2050)

H22
(2010)

（ 億人）

40.4340.43
25.2525.25

34.9934.99

30.8830.88

11.0111.01

9.619.61

86.4386.43

65.7465.74

と う も ろ こ しと う も ろ こ し

大豆大豆米米 小麦小麦

1,000

H12 H14 H16 H18 H20 H22 H24 H26 H28 H30 R2 R4

800

600

400

200

0

（ ド ル/t ）

(2000) (2002) (2004) (2006) (2008) (2010) (2012) (2014) (2016) (2018) (2020) (2022)

0

20,000

40,000

60,000

80,000

輸入額

輸出額

R3
(2021)

R2
(2020)

R1
(2019)

H30
(2018)

H29
(2017)

H28
(2016)

H27
(2015)

H26
(2014)

H25
(2013)

H24
(2012)

H23
(2011)

H22
(2010)

（ 億円）

70,38870,388

62,12962,129
65,94665,94666,22066,22064,25964,259

58,27358,273

65,62965,62963,22363,22361,36561,365
54,41954,41955,84255,842

48,28148,281

8,0418,0416,5526,5525,8785,8785,6615,6614,9664,9664,5934,5934,4314,4313,5693,5693,1363,1362,6802,6802,6522,6522,8652,865

第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 世界の食料需給は、 人口増加や経済発展に伴い需要増加傾向にある一方で、 気候変動や家畜

の伝染性疾病、 植物病害虫の発生等が食料生産に影響を及ぼす可能性があり 、 中長期的には

ひっ迫が懸念さ れています。

■ 穀物等の国際相場は高い水準で推移しつつ、 不安定な動きと なっています。 食料自給率の向上

や食料安全保障強化への関心が高まっています。

■ 我が国の農畜産物の輸出額は年々増加しており 、 国産農畜産物を海外輸出する動きが高まって

います。人口減少などにより 農畜産物の国内消費の減少が見込まれる中、 農業・ 農村の持続性

を確保し 、 農業生産基盤を維持していく ため、 輸出を拡大していく こと が重要と なっています。
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ ＳＤＧ s（ 持続可能な 開発目標） と は、 平成 27（ 2015） 年の「 国連持続可能な 開発サミ ッ

ト 」 で 193 の加盟国の全会一致により 採択さ れた令和 12（ 2030） 年までの世界共通の目標

「 Sustainable Development  Goals」 の略称です。ＳＤＧ sは 17 のゴールと 169 のタ ーゲット か

ら 構成さ れており 、 経済・ 社会・ 環境の三側面から 捉えること のできるゴールを統合的に解決

し ながら 、 持続可能なより よい未来を築く ことを目標としています。

■ 農業分野は、 ＳＤＧ sが目指す経済・ 社会・ 環境の統合的向上において大きな役割を果たすも

のであり 、 他産業に率先して、 ＳＤＧ sの実現に貢献すること が求めら れています。

■ 国は「 食料・ 農業・ 農村基本計画」（ 農林水産省） において、 農業の成長産業化を促進する「 産

業政策」 と 農業・ 農村の有する多面的機能の維持・ 発揮を促進する「 地域政策」 を両輪とし

て推進し 、 将来にわたって国民生活に不可欠な食料を安定的に供給し 、 食料自給率の向上と

食料安全保障を確立することを基本方針とした食料・ 農業・ 農村施策を進めています。

■ また、 国内外で不安が高まる気候変動等に適切に対応し 、 持続可能な食料システムを構築する

こと が求めら れています。 国は「 みどり の食料システム戦略」 を策定し 、 持続可能な食料シス

テムの構築に向け、生産性向上と 持続性の両立の実現を、関係者による行動変容とイノベーショ

ンによって推進し 、 将来にわたる食料の安定供給と 農林水産業の発展を図る取組を進めていま

す。
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 本市の農地は、 水田中心の広大な平地部と 海岸沿いの砂丘部に分けら れ、 田耕地面積

28,300ha、 畑耕地面積 4,510ha（「 令和 3 年作物統計調査」 農林水産省） で、 市域の約半分

を占めています。

■ 平地部では海水面以下のいわゆるゼロメ ート ル地帯に属する農地も 多く 、 土地改良事業により

排水対策、 乾田化などが行われてきました。 排水は農業用排水機場の 24 時間連続排水によっ

て賄われ、 豊かな農業生産を支えるとともに、 農地のみならず水害に対し 脆弱な低平地に立地

する都市住民の生命・ 財産を守ることにも重要な役割を果たしています。

図1 0  土地利用図

図 11  ゼロメ ート ル地帯分布図

出典：「 国土数値情報 土地利用 3 次メ ッ シュ データ （ 平成 28 年度）」 国土交通省

　 　 　   国土地理院発行地形図

出典： 新潟市農林水産部
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1 . 2 本市の農業・ 農村の現状

（ 1 ） 土地利用
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 本市は、 田耕地面積、 米の産出額ともに日本一を誇る日本最大の米どころです。

■ 令和 2（ 2020） 年の野菜、果樹、花き、畜産を含む農業産出額は約 570 億円で、全国 5 位です。

表 1  全国市町村別米の生産額 ( 上位 6 市町村 ) と 田耕地面積

図1 2  全国市町村別農業産出額（ 上位 6 市町村）

図1 3  農業産出額の推移（ 本市）

出典： 米の産出額は「 令和 2 年市町村別農業産出額（ 推計）」 農林水産省

　 　 　 田耕地面積は「 令和 3 年作物統計調査」 農林水産省

出典：「 令和 2 年市町村別農業産出額（ 推計）」 農林水産省

出典：「 市町村別農業産出額（ 推計）」 農林水産省
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 新潟県の米の品種別の作付率はコシヒ カリ が最も 高く 、 令和 2（ 2020） 年産で 68.1％と なって

います。

■ コシヒ カリ の作付率は平成 19（ 2007） 年をピークに減少傾向にあり 、 需要に応じ た作付品種

の分散が進んでいます。

■ 本市では、 広大な水田を最大限に活用して、 主食用米以外の多様な米づく り を推進して

います。

■ 非主食用米の作付面積は、 令和元 (2019) 年以降、 上昇傾向に転じ ています。

図1 4  コ シヒ カリ の作付率の推移（ 新潟県）

図1 5  非主食用米の種類別作付面積の推移（ 本市）

出典： 平成 2（ 1990） ～ 21（ 2009） 年度までは「 米殻の品種別作付状況」 農林水産省総合食料局、

平成 22（ 2010） 年度以降は「 水稲う るち米の品種別作付動向について」 社団法人米殻安定供給確保支援機構

出典： 新潟市農林水産部

9

第
1
章

第
2
章

第
3
章

第
4
章

第
5
章

第
6
章

第
7
章

第
8
章

米の作付け品種の分散が進んでいます

非主食用米の導入が進んでいます



北区

秋葉区

南区

東区・ 中央区・ 江南区

西区

西蒲区

◆ 米、 大豆

◆ ト マト 、 すいか、 きゅう り 、

ねぎ、 メ ロン、 たまねぎ、　

なす、 だいこ ん、 さ つまいも 、

さと いも

◆ 日本なし

◆ ト ルコ ギキョ ウ切り 花

◆ 肉用牛

◆ 米、 大豆

◆ えだまめ、 さと いも 、 いちご、 プチヴェ ール

◆ かき

◆ ユリ 切り 花、 アザレア、 シャク ナゲ、　 　 　

クリ スマスローズ、 チューリップ切り 花

◆ 乳用牛

◆ 米、 大豆

◆ えだまめ、 いちご、 ト マト 、 ミ ニト マト 、 きゅう り 、 食用菊、 そら まめ、

たまねぎ、 きのこ

◆ 日本なし 、 ぶどう 、 も も 、 西洋なし 、 いちじ く

◆ チューリップ切り 花、 鉢花、 ユリ 切り 花、 その他（ アイリ ス、 カラ ー）

◆ 乳用牛、 豚

◆ 米、 大豆

◆ いちご、きゅう り 、えだまめ、女池菜、ホウレンソ ウ、小松菜、 ねぎ、

キャベツ、ト マト 、スイート コ ーン、なす、たまねぎ、ごぼう 、にんじん

◆ 日本なし 、西洋なし 、ぶどう 、う め

◆ 切り 花、 チューリップ 球根

◆ 乳用牛

◆ 米、 大豆

◆ すいか、ト マト 、みつば（ 水耕）、ねぎ、きゅう り 、だいこ ん、小松菜、

ごぼう 、 カリ フ ラ ワー、 春菊、 メ ロン、 そら まめ、 たまねぎ、　
ながいも 、 キャ ベツ、 かぶ、 いちご

◆ かき、 いちじ く 、 日本なし 、 ぶどう 、 も も 、 西洋なし

◆ チューリップ切り 花、 ユリ 切り 花、 ひまわり 等切り 花

◆ 乳用牛、 豚

◆ 米

◆ すいか、だいこ ん、ねぎ、えだまめ、ブロッコリ ー、

メ ロン、かぶ、さ つまいも 、小松菜、にんじ ん、
かぼちゃ、 そらまめ、 カリ フ ラ ワー

◆ いちじ く

◆ チューリ ップ 切り 花、チューリ ップ 球根

北区

南区

西区

東区

中央区

江南区

秋葉区

西蒲区

藤五郎梅 越王おけさ 柿 チュ ーリ ッ プ アザレア ボケ し ろねポーク やわ肌ねぎ さ つまいも「 いも ジェ ンヌ」

さ く ら ます あまだい やなぎがれい 南蛮えび のどぐ ろ

いちご「 越後姫」 ト マト（ 大玉系） やき なす ながいも 日本なし「 新高」 日本なし「 新興」 ぶどう「 巨峰」 ク リ スマスローズ

新テッ ポウユリ「 ホワイト 阿賀」 にいがた十全なす 新潟すいか く ろ さ き 茶豆 女池菜 西洋なし「 ル レク チエ」 食用菊「 かき のも と 」 いちじ く「 越の雫」

第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 市内各地では、 米以外にも 様々な野菜、 果樹、 花きなど魅力的な農産物の生産や畜産業が行

われています。

■ 全国に誇る自慢の農畜水産物を「 食と 花の銘産品」 に指定し 、 その生産振興や販売促進、 ブ

ランド 化に向けた取組を支援しています。

■ 「 食と 花の銘産品」 には、 産出額全国ト ップクラスのチューリップをはじ め、 令和 5（ 2023）年　

4 月現在 29 品目が指定さ れています。

図1 6  市内の主な農畜産物

図1 7  新潟市食と 花の銘産品

出典： 新潟市農林水産部

出典： 新潟市農林水産部
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 農家数は年々減少傾向にあり 、令和 2（ 2020） 年は平成 27（ 2015） 年と 比較して 1,578 戸（ 約

14.0％） 減少しています。 特に販売農家数の減少が顕著です。

■ 令和 2（ 2020） 年の農業経営体総数は 7,032 経営体で、 平成 27（ 2015） 年と 比較して 1,429

経営体（ 約 16 .9％） 減少しています。

■ 個人経営体は減少している一方で、 法人経営体が増加しています。

表 2  農業経営体数

出典：「 農林業センサス」 農林水産省

図1 8  農家数の推移（ 本市）

出典：「 農林業センサス」 農林水産省

※ 2020 年農林業センサスから 販売農家の内訳と し て専業・ 兼業の集計廃止
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 販売のあった実経営体数のう ち、 農産物販売額が 1,000 万円以上の経営体は約 1,000 経営体

ほどで推移している一方、 1,000 万円未満の経営体は減少しています。

■ 農産物販売金額規模別の農業経営体割合では 300 万円未満の経営体の割合が減少していま

す。

図1 9  農産物販売金額規模別の農業経営体数の推移（ 本市）

図 2 0  農産物販売金額規模別の農業経営体割合の推移（ 本市）

出典：「 農林業センサス」 農林水産省

出典：「 農林業センサス」 農林水産省
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※単一経営体　 ： 農産物販売金額のう ち、 主位部門の販売金額が 8 割以上の経営体

※準単一経営体： 農産物販売金額のう ち、 主位部門の販売金額が 6 割以上 8 割未満の経営体

※複合経営体　 ： 農産物販売金額のう ち、 主位部門の販売金額が 6 割未満の経営体

第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 令和 2（ 2020） 年の 1 農業経営体当たり の経営耕地面積は、田 4.1ha、畑 0.5ha、樹園地 0.6ha

で、 いずれも 県平均より 大きく なっています。

■ 経営耕地面積が大きい農業経営体の割合が年々増加しています。

■ 経営形態別の農業経営体割合は、 稲作単一経営が最も 多く 64％ ( 令和 2(2020) 年 ) を占めま

すが、 新潟県全体と 比較すると 準単一経営や複合経営の割合も 高く なっています。

図 2 3  経営形態別の農業経営体割合の推移（ 本市）

出典：「 農林業センサス」 農林水産省

図 2 1   1 農業経営体当たり の

経営耕地面積の推移（ 本市）

図 2 2  経営耕地面積規模別の

農業経営体割合の推移（ 本市）

出典：「 農林業センサス」 農林水産省 出典：「 農林業センサス」 農林水産省
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 個人経営体の世帯員である基幹的農業従事者は年々減少しており 、 令和 2（ 2020） 年は 65

歳以上が約 7 割を占めています。

■ 平成 22（ 2010） 年と 令和 2（ 2020） 年を年代別に比較すると、50 歳代以上の減少が顕著です。

■ 5 年以内に農業経営を引き継ぐ 後継者を確保している農業経営体は約 2 割にとどまっています。

図 2 4  年代別基幹的農業従事者数の推移（ 本市）

図 2 5  年代別基幹的農業従事者数の年度比較（ 本市）

図 2 6   5 年以内に農業経営を引き 継ぐ 後継者を確保している経営体の割合（ 本市）

出典：「 農林業センサス」 農林水産省

出典：「 農林業センサス」 農林水産省

出典：「 2020 年農林業センサス」 農林水産省

※「 ５ 年以内に農業経営を 引き 継がない」 は、 農業経営を 開始又は農業経営を 引き 継いだ直後であり 、

　 　 ５ 年以内に農業経営を 引き 継がないと 回答し た数
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 新規就農者は近年 70 人程度で推移しており 、 毎年継続して確保しています。

■ 認定農業者数は横ばいで推移しており 、 令和 3（ 2021） 年度は 3,389 人です。

■ 認定農業者等への農地集積率は令和 3（ 2021） 年度は 70.9% です。

図 2 7  新規就農者数の推移（ 本市）

図 2 8  認定農業者数の推移（ 本市）

図 2 9  認定農業者等への農地集積状況（ 本市）

出典：「 新潟市の農林水産業」 新潟市農林水産部

出典：「 新潟市の農林水産業」 新潟市農林水産部

出典：「 新潟市の農林水産業」 新潟市農林水産部
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 国は、 今後の農業者の高齢化や労働力不足に対応しつつ、 農業を成長産業にしていく ために

は、 デジタル技術の活用により 、 データ 駆動型の農業経営を通じ て消費者ニーズに的確に対応

し た価値を創造・ 提供していく 、 新たな農業への変革（ 農業のデジタルト ランスフォーメ ーショ

ン） の実現が不可欠とし 、 農業現場のみならず、 行政手続きの事務についてもデジタルト ラン

スフォーメ ーショ ンを進めています。

■ 本市では、 平成 26（ 2014） 年 5 月に大規模農業の改革拠点として、 国家戦略特別区域の指

定を受け、 規制緩和を活用して多様な担い手の活躍の場を確保するとともに、 スマート 農業の

実証・ 実装にいち早く 取り 組んできました。

■ 革新的かつ持続可能な農業を実践する生産拠点として、 先端技術の活用や米以外の作物の導

入など、「 儲かる農業」 の実現に向けた取組を行っています。

■ データ を活用した農業を行っている経営体は約 2 割と なっています。

図 3 0  データ を活用した農業を行っている経営体の割合（ 本市）

自動給水栓・ 水田センサー 農業用ド ローン

出典：「 2020 年農林業センサス」 農林水産省

※データ 活用は「 取得し て活用」「 取得・ 記録し て活用」「 取得・ 分析し て活用」 のいずれかを行っ ていると 回答し た数
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 経営耕地面積は減少しています。平成17（ 2005）年から令和2（ 2020）年の15 年間で約 2,500ha

ほど（ 約 10％） 減少しています。 田は約 7.3％、畑は約 8.5% 、樹園地は 34.1% 減少しています。

■ 遊休農地面積は減少傾向にあり 、 令和 3（ 2021） 年度は 98ha です。

■ 農地転用面積は、年度ごとのばらつきがあり ますが、令和 3（ 2021） 年度は 70ha と なっています。

図 3 1  経営耕地面積の推移（ 本市） 図 3 2  遊休農地面積の推移（ 本市）

図 3 3  農地転用面積の推移（ 本市）

出典：「 農林業センサス」 農林水産省

※農業経営体が対象

※農林業センサスの調査分類のまま転記（ 田・ 畑・ 樹園地）

出典： 新潟市農業委員会

出典： 新潟市農業委員会
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 令和 3（ 2021） 年の水田整備率は 52.3％で、 県平均の 64.7％より 低い状況です。

■ 区画の大きさ が 1ha 以上の大区画化率は 8.5％、 水田の排水が良好で汎用化が可能な水田の

割合（ 汎用化率） は 39.6％です。

図 3 4  水田整備率

出典：「 市町村別水田整備一覧表」 新潟県農地部

（ 水田面積は「 新潟農林水産統計」 北陸農政局、 整備面積は新潟県農地部農地計画課調査）

表 3  大区画化・ 汎用化の状況（ 本市）
（ 令和 4 年 3 月 31 日）

出典： 新潟県農地部
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60～69 歳

50～59 歳

40～49 歳

30～39 歳

18～29 歳

全体

(n= 904)

0.9%0.9%10.1%10.1%3.1%3.1%11.2%11.2%56.5%56.5%18.3%18.3%

24.2%24.2%13.6%13.6%15.2%15.2%36.4%36.4%10.6%10.6%

2.0%2.0%14.3%14.3%4.1%4.1%13.3%13.3%60.2%60.2%6.1%6.1%

12.5%12.5%2.5%2.5%13.1%13.1%56.3%56.3%15.6%15.6%

0.8%0.8%8.2%8.2%

1.6%1.6%

15.6%15.6%56.6%56.6%17.2%17.2%

0.5%0.5%5.9%5.9%

2.1%2.1%

9.6%9.6%65.2%65.2%16.6%16.6%

1.5%1.5%7.1%7.1%

1.9%1.9%

7.4%7.4%54.6%54.6%27.5%27.5%

第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 本市が行った食育に関する市民アンケート 調査では、「 身近な場所でと れた食材をいつも 選ぶ」

「 なるべく 選ぶ」 と 回答した市民の割合は約 75％で、 年齢層が高いほど割合が高く なる傾向に

あります。

■ 地球温暖化防止や生物多様性に効果の高い営農活動と、 化学肥料や化学合成農薬の 5 割低減

の取組を組み合わせて行う 環境保全型農業の面積は年々増加しており 、 令和 3（ 2021） 年度

は 31,403a と なっています。

■ 特に、 堆肥の施用面積は大きく 増加しており 、 令和 3（ 2021） 年度は 25,961a です。

図 3 5  身近な場所でと れた食材を 選ぶ市民の割合

表 4  環境保全型農業直接支払交付金の取組面積（ 本市）

出典：「 令和 3 年度食育に関する市民アンケート 調査」 新潟市農林水産部

出典： 新潟市農林水産部
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環境保全型農業の取組は拡大し ています

（ 7 ）「 食」 の安心・ 安全、環境保全への関心の高まり



0% 20% 40% 60% 80% 100%

不明・ 無回答

わから ない

関心がない

どち ら かと いえば関心がない

どち ら かと いえば関心がある

関心がある

75 歳以上

70 ～ 74 歳

65 ～ 69 歳

60 ～ 64 歳

50 ～ 59 歳

40 ～ 49 歳

30 ～ 39 歳

18 ～ 29 歳

全体

(n= 2,083)36.8%36.8%

31.7%31.7%

35.8%35.8%

22.1%22.1%

21.7%21.7%

20.0%20.0%

16.9%16.9%

14.8%14.8%

25.5%25.5%

36.8%36.8%

43.3%43.3%

38.1%38.1%

50.8%50.8%

47.0%47.0%

45.6%45.6%

38.0%38.0%

34.3%34.3%

41.9%41.9%

10.3%10.3%

13.1%13.1%

14.2%14.2%

19.1%19.1%

17.4%17.4%

20.9%20.9%

21.1%21.1%

18.3%18.3%

16.8%16.8%

3.9%3.9%

6.0%6.0%

6.4%6.4%

6.0%6.0%

6.7%6.7%

6.9%6.9%

16.5%16.5%

16.6%16.6%

8.0%8.0%

9.0%9.0%

6.0%6.0%

4.6%4.6%

1.5%1.5%

6.7%6.7%

6.6%6.6%

7.6%7.6%

16.0%16.0%

7.1%7.1%

3.2%3.2%

0.9%0.9%

0.5%0.5%

0.6%0.6%

0.7%0.7%

第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 市政世論調査（ 令和 4 年度） では、 ７ 割近く の人が「 国産有機食品に関心がある」「 どちらか

と 言えば関心がある」 と 答えています。 また、年齢層が高いほど割合が高く なる傾向にあり ます。

■ 購入したい品目は「 米」 と 回答した人の割合が一番多い結果がでています。

図 3 6  国産有機食品への関心（ 本市）

図 3 7  国産有機食品の中で購入し たい品目（ 本市）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

豆類

牛乳

鶏肉

果物

卵

根菜類

果菜類

豚肉

葉茎菜類

米

(n= 1,405)

48.5%48.5%

49.3%49.3%

52.0%52.0%

52.2%52.2%

57.2%57.2%

57.7%57.7%

58.6%58.6%

62.3%62.3%

63.3%63.3%

77.6%77.6%

出典：「 市政世論調査（ 令和 4 年度）」 新潟市

出典：「 市政世論調査（ 令和 4 年度）」 新潟市

※複数選択可

※「 関心がある」 も し く は「 どちら かと いえば関心がある」 と 回答し た人の中で、

　 購入し たいも の上位割合の上位 10 項目を掲載
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

図 3 8  全国市町村別　 食料品製造事業所数

図 3 9  全国市町村別　 食料品製造出荷額

出典：「 令和 2 年 工業統計調査」（ 経済産業省）

出典：「 令和 2 年 工業統計調査」（ 経済産業省）

■ 本市製造業における事業所数及び製造出荷額で最も 多いのは食料品製造業です 。 さ ら に全

国市町村別でみても 食料品製造事業所数は第 8 位（ 195 社）、食料品製造出荷額は第 5 位（ 約

2 ,832 億円） と 、 上位の位置を 占めています。
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（ 8 ） 新潟市の地域力



多面的機能を 支える共同活動 地域資源の質的向上のための共同活動 施設の長寿命化のための活動

組織数
対象農用地面積 (ha)

組織数
対象農用地面積 (ha)

組織数
対象農用地面積 (ha)

合計 田 畑 合計 田 畑 合計 田 畑

北区 3 4,121 4,017 104 3 3,885 3,786 98 3 3,834 3,736 98 

東区 4 249 222 27 4 249 222 27 1 221 199 22 

中央区 1 44 43 1 1 44 43 1 0 ― ― ―

江南区 5 3,411 3,104 307 5 3,411 3,104 307 5 3,140 2,836 303 

秋葉区 1 3,450 3,336 114 1 3,450 3,336 114 1 2,851 2,750 101 
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 多面的機能支払交付金を活用し た地域の共同活動が盛んで、 令和 3（ 2021） 年度末時点で

118 組織が農用地の 88.2％と なる 27,332ha で活動しています。

■ 広域活動組織で実施する取組面積は年々増加し 、 令和 3（ 2021） 年度には取組面積の 81％を

広域活動組織がカバーしています。

表 5  多面的機能支払交付金の活動組織数及び対象農用地面積

出典： 新潟市農林水産部

※令和 3（ 2021） 年度末実績

図 4 0  広域活動組織の数及び面積の推移

出典： 新潟市農林水産部
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 本市では、 農業サポーター推進事業など、 市民が農業に関わる活動を支援しています。 近年は

新型コロナウイルスの感染拡大などの影響により 、 活動日数は減少していますが、 農業サポー

タ ー登録者数は増加傾向にあり ます。

■ 地場農産物を入手できる直売所は、 箇所数は減少していますが、 直売所への出荷者数や直売

所の年間販売額は年々増加しています。

■ アグリパーク やいく と ぴあ食花など、 子ども の頃から食と 農を学ぶ環境を整備しているほか、

独自の農業体験学習プログラムである「 アグリ ・ スタ ディ ・ プログラム」 を市内全小学校で実施

しています。

出典： 新潟市農林水産部

※令和 3（ 2021） 年度末実績

出典： 新潟市農林水産部

※令和 2（ 2020） 年度末実績

図 41  農業サポータ ー登録者数、 延べ活動日数

図 4 2  直売所の箇所数、 出荷者数、 年間販売額（ 本市）

図 4 3  アグリパーク 来訪者数、 宿泊者数 図 4 4  いく と ぴあ食花来場者数
出典： 新潟市農林水産部　 ※令和 3（ 2021） 年度末実績 出典： 新潟市農林水産部　 ※令和 3（ 2021） 年度末実績
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

■ 市政世論調査（ 令和 3 年度） において、本市の「 農産物」 に誇り や愛着が「 ある」「 ある程度ある」

と 回答した割合が約 9 割近く あり 、「 農産物」 のほか「 酒」「 料理」「 田園」「 花・ 花木」 などに

対しても 、 多く の市民が誇り や愛着を抱いていること が伺えます。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ある程度あるある

潟

花・ 花木

河川

まつり・ イベント

田園

日本海

料理

酒

海産物

農産物

(n= 2,056)

50.9 50.9 

40.2 40.2 

47.1 47.1 

34.5 34.5 

37.7 37.7 

35.7 35.7 

19.3 19.3 

26.3 26.3 

21.2 21.2 

18.4 18.4 

35.9 35.9 

37.6 37.6 

26.8 26.8 

39.1 39.1 

34.8 34.8 

33.9 33.9 

41.3 41.3 

33.5 33.5 

36.7 36.7 

28.3 28.3 

出典：「 市政世論調査（ 令和 3 年度）」 新潟市　

※「 ある」「 ある程度ある」 と 回答し た割合の上位 10 項目を掲載

図 4 5  新潟市に対する誇り や愛着について
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

豊かな暮らし を支える食と 農を守るためには、 意欲ある担い手が安定的に営農を継続できる

環境を整え、 持続可能な農業を実現する必要があり ます。 農業者の高齢化や労働力不足が進行

する中、 農作業の省力化・ 効率化によって収益力の向上を図るためには農地の大区画化・ 汎用

化が欠かせませんが、 令和 3（ 2021） 年度の水田整備率は 52.3％と 県平均の 64.7％を下回っ

ています。 良好な営農条件を備えた活用し やすい農地を確保すること が望まれています。

また、 市域の 4 分の 1 が海抜ゼロメ ート ル地帯の低平地であり 、 基幹的な農業水利施設は

農地の保全のみならず市民の生命・ 財産を守る役割を担っています。 老朽化に対する適切な保

全管理が求めら れます。

今後は、 本市の農業の持続的な発展や農業者の効率的かつ安定的な農業経営を支えるため、

農業生産基盤の整備・ 保全を一層推進するとともに、 計画的に担い手への農地の集積・ 集約化

を進めていく 必要があり ます。

全国で少子・ 超高齢社会が進展する中、 本市も 特に 15 ～ 64 歳の生産年齢人口の減少率が

高く 、 世代間バランスの取れた農業構造を維持する点においても 農業における担い手確保は非

常に大きな課題です。 加えて後継者がいない農業者も 増加しており 、 農地や農業技術の円滑な

継承も 、 一層深刻化していく と 見込まれます。

一方で、 農業法人等への就業機会の拡大も見ら れます。 国においては就農定着への雇用環境

整備や就業者への支援をはじ め、 生産現場における人手不足を多様な主体の活躍や技術の活

用によって支えていく 取組なども 検討さ れていますが、 本市においても 地域の実情や雇用環境、

関係者のニーズに応じ たきめ細やかな支援体制が望まれています。

今後は、 次世代を担う 多様な人材を確保・ 育成するととも に、 意欲ある担い手が、 経営感覚

を磨きながら 、 所得の向上や安定した経営により 営農継続できる環境の整備を進め、 若者に職

業として選ばれる「 農業」 と なること が必要です。

良好な農業生産基盤の整備・ 確保

経営感覚をもった意欲ある担い手への営農支援と 多様な人材の確保・ 育成

課題 1

課題2
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1 . 3 新潟市の農業・ 農村の課題



第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

本市は、 平成 26（ 2014） 年に大規模農業の改革拠点として、 国家戦略特別区域に指定さ れ

て以降、 デジタル技術の活用による農業の生産性向上プロジェクト に、 数多く 取り 組むなど、 官

民協力のもと スマート 農業の実証・ 実装をいち早く 進めてきました。

少子・ 超高齢社会に適応し 、 現在の生産水準を 維持していく ためには、 更なるデジタル技

術の活用を通じ た営農の省力化や効率化と 合わせ、 品質や収量の向上が求めら れます。 また、　 　

ＳＤＧｓ や持続可能な食料システムの構築に向けた国内外の動きが加速しており 、 農業において

も 、 地域の環境、 経済、 食料の安定供給などへの配慮や貢献が求めら れています。 しかし 、 デ

ジタル技術を活用し た新たな取組については、 導入コスト が大きい場合があり 、 農業経営の安

定化の面では課題も あります。

今後は、 農業の持続可能な発展と「 儲かる農業」 を実現するため、 スマート 農業やデジタル

技術の活用を加速化し 、 営農の省力化や効率化によって生産性や収益性の向上を図るととも に、

農業現場のニーズに対応し た環境にやさし い農業や資源循環型農業への取組を進めること が必

要です。

本市は、 日本一の米の産出額を誇る大農業都市で、 米以外にも 、 市内各地で野菜、 果樹、

花きなど多様な農産物の産地を形成し 、 地域の特性を活かした農業が展開さ れています。

しかし 、 本市の農業経営体は米による収入の割合が高いこと から 、 主食用米需要量の減少傾

向が続く 中、 新型コ ロナウイルス感染症拡大で経験し たよう に、 米の需給変動によって所得が

不安定になり やすい状況にあり ます。 また、 園芸では手作業による労働集約的な品目も 多いこ

と から 、 労働力や後継者不足などへの対応が求めら れています。 こう した課題は本市に限ったも

のではなく 、 国内の各産地が創意工夫により 地域ブランド 化による生産や販売を模索しており 、

地域間競争は激化の一途をたどっています。

今後は、 消費者や食品関連産業などのニーズに応じ た米や多様な農産物の生産を進めるとと

もに、 園芸導入による経営の複合化、 6 次産業化への支援や関連産業との連携、 国内市場はも

とより 海外マーケット も 視野においた販売体制の構築を進め、「 生産」 と「 販売」 を施策の両輪

として推進し 、 本市の意欲ある担い手が夢をもち取り 組んでいける持続可能な「 儲かる農業」 を

実現する必要があり ます。

デジタ ル技術を活用し た営農の効率化や生産性・ 収益性の向上

需要に応じ た農産物の生産・ 販売体制の構築

課題3

課題4
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第 1 章  農業・ 農村の現状と 課題

本市は食料品製造事業所数、 食料品製造出荷額と も に全国で上位の位置を占め、 食品関連

産業の集積が本市の強みの一つと なっています。 また、 直売所には地元の新鮮な農産物が並び、

地域の魅力を学ぶ「 アグリ ・ スタ ディ ・ プログラム」、 農業サポータ ー推進事業などが展開さ れ

るなど、「 食と 農」 に関わる多く の取組がなさ れており 、 多く の市民は地場産の農産物、 食文化

等に対して誇りと 愛着を抱いています。

田園と 都市が近接するという 本市の特色を活かし 、 市民の「 食と 農」 や食文化への理解、 地

産地消を促すことで誇り や愛着を高めていく とともに、 国内外と 結ばれた高い拠点性を活かし な

がら豊富な地域資源の魅力を広く 発信し 、 ブランド 力の向上につなげること が必要です。

農業と 農村は、 食料の供給という 役割だけでなく 、 農業生産活動を通じ た農地や水路、 農道

など地域資源の適切かつ継続的な維持管理によって雨水の保水・ 貯留による洪水防止機能や水

源かん養機能、 また生態系の保全・ 良好な景観の形成といった多面的機能に加え、 農村地域に

おける地域コミ ュティ 維持の役割も 果たしています。

し かし 、 近年の農村地域の高齢化、 混住化等の進行に伴う 集落機能の低下により 、 地域の

共同活動によって支えら れている多面的機能の発揮に支障が生じ つつあり ます。 また気候変動

の影響により 豪雨災害が頻発し 各地に甚大な被害をも たらしており 、 低平地が広がる本市にお

いて農業・ 農村の多面的機能の重要性は増す一方です。

今後は、市民全体が農業・ 農村の多面的機能を享受していることへの意識を醸成するとともに、

集落の現状をふまえた持続可能な共同活動を通じ 、 魅力と 活力にあふれた農村地域の維持・ 活

性化を進めること が必要です。

市民と「 食と 農」 と のつながり の深化

農地の多面的機能の発揮と 、 コ ミ ュ ニティ 活力の創出

課題5

課題6
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第 2 章  新潟市の農業・ 農村の将来像

本市は、 人口が一定程度集積している都市部と、 豊かな自然や日本一の生産量を誇る米など多様

な農産物を生み出す田園地域と が近接しており 、 互いの良さ を活かし 合いながら 共存する、 都市と

田園の調和した暮らし やすいまちです。

多く の市民は地場農産物や食文化に誇り や愛着を抱いており 、 豊富な「 食と 農」 の地域資源は本

市の魅力であるとともに強みと なっています。

第 2 期新潟市農業構想（ ※） では、『 食と 花の都～笑顔あふれ明日を拓く 大農業都市～』 を将来

像に掲げ、 生産・ 販売、 担い手、 農業生産基盤、 環境、 消費者との交流に関する５ つの方針のもと、

様々な施策を推進してきました。
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第 2 章  新潟市の農業・ 農村の将来像

しかし ながら 、 国内では人口減少や食生活の変化などによる米の消費低迷や農業者の高齢化・ 担

い手不足などが進むととも に、 新型コ ロナウイルス感染症をはじ め、 気候変動、 国際情勢の不安定

化などグローバルな課題にも 直面しており 、 農業を取り 巻く 環境は厳し さ を増しています。

そこで、 第 3 期と なる本構想では『 食と 花の都～都市と 田園の調和を活かし た持続可能な農業の

実現～』 を将来像に掲げました。

本市が目指す田園型政令市のイメ ージである「 食と花の都」 を継承しつつ、 本市の強みである豊富

な「 食と 農」 の地域資源を最大限に活かし 、 農業者、 農業関連団体、 市民、 食品関連産業に関わる

事業者など様々な関係者による連携のもと、 自然環境とも 調和し た未来につながる持続可能な農業

を実現する都市を目指します。 そして市民の誰もが本市農業の恵みを享受し 続けら れ、 さらに次世代

へしっかりと引き継げるよう 農業・ 農村の振興に取り 組みます。

※第 2 期新潟市農業構想： 計画期間平成 27（ 2015） 年度～令和 4（ 2022） 年度
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第 3 章  農業構想の基本方針

本市の農業・ 農村の将来像の実現に向けた施策の基本方針を以下に示します。 　

本構想は市総合計画の分野別計画としても 位置付けていること から 、 本構想における基本方針

を市総合計画における農業分野の「 政策・ 施策の体系」 に一致さ せています。

本市は、 令和 4 年 5 月、 SDGs の達成に向け取組を行う 自治体として「 ＳＤ Ｇｓ 未来都市」 に選定さ れまし た。

持続可能な農業の実現に向け、 本市の強みを活かし ながら 、 農業を教育や福祉、 観光など 幅広い分野と 連携さ せ、 新し い価値を

生みだす取組のほか、 デジタル技術を活かし たスマート 農業などの取組を進めていきます。

＜本構想の推進により 寄与すると 考えら れるＳＤＧｓ ( 持続可能な開発目標 ) のゴール＞

将来像

基本方針

売れる米づく り と

園芸産地づく り の推進1 2
農業を活かし た

まちづく り

(１ ) 「 儲かる農業」に向けた(１ ) 「 儲かる農業」に向けた

　 　  農業生産基盤の整備・ 保全　 　  農業生産基盤の整備・ 保全

(１ ) 地域資源を 活用し 、(１ ) 地域資源を 活用し 、

　 　 コ ミ ュニティ の活力を創出　 　 コ ミ ュニティ の活力を創出

(３ ) 意欲ある担い手等の確保・ 育成(３ ) 意欲ある担い手等の確保・ 育成
(３ ) 新潟の農産物と 食文化を(３ ) 新潟の農産物と 食文化を

　 　 全国に発信　 　 全国に発信

(５ ) 所得拡大に向けた販売力の強化(５ ) 所得拡大に向けた販売力の強化

(４ ) 新たな需要に応える農産物の(４ ) 新たな需要に応える農産物の

　 　 生産体制の強化　 　 生産体制の強化

(２ ) (２ ) 生産性向上と 持続性の両立に向けた生産性向上と 持続性の両立に向けた

　 　 スマート 農業技術の導入促進　 　 スマート 農業技術の導入促進

(２ ) 食と 農への理解促進と(２ ) 食と 農への理解促進と

　 　 シビッ ク プラ イド の醸成　 　 シビッ ク プラ イド の醸成

食と 花の都食と 花の都
～都市と 田園の調和を活かし た持続可能な農業の実現～～都市と 田園の調和を活かし た持続可能な農業の実現～
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第 3 章  農業構想の基本方針

本市は日本一の水田面積をもつ大農業都市として発展してきまし たが、 効率的かつ安定的な農

業経営の土台と なる農地の整備率は低く 、 農業者の高齢化が進み労働力不足が進行する中、 本市

農業の持続性低下が危惧さ れます。

本市が目指す「 儲かる農業」 の実現のためには、 良好な営農条件を備えた農地の整備、 農業水

利施設の保全管理・ 強靭化など農業生産基盤の整備・ 保全と、 効率的かつ安定的な農業経営を支

える農地の集積・ 集約化を加速する必要があり ます。

本市は大規模農業の改革拠点として国家戦略特別区域の指定を受け、 革新的かつ持続可能な農

業の実践に向け、 官民協力のもとデジタル技術の活用を通じ たスマート 農業の実証・ 実装にいち早

く 取り 組んできました。

今後も スマート 農業技術の導入や活用の加速化を図り 、 生産性・ 収益性が高く 効率的な営農を

進め、 持続可能な「 儲かる農業」 を実現する必要があり ます。

● 良好な営農条件を 備えた農地を 確保し 、 意欲ある 担い手が有効利用し 、 さ ら に次世代へ　

承継するため、 農地の大区画化や水田の汎用化等を進めます。

● 新潟市の農業を支える基幹的な農業水利施設の適切な更新・ 保全管理による農業生産基盤

の強靭化を進めます。

● 意欲ある担い手への農地の集積・ 集約化を 効果的に推進し 、 生産性の向上を図ると と も に、

スケールメ リット を活かし た農業経営が展開できるよう 取組を 進めます。

● 国家戦略特別区域制度を 活かし 、 スマート 農業やデジタ ル技術の導入を支援するこ と で、

生産性・ 収益性の向上を図り ます。

● Ｓ Ｄ Ｇｓ の達成に向け、 脱炭素化・ 環境負荷低減に対する農業現場のニーズに即し ながら 、

様々な課題に対し デジタル技術を活用し ます。

施策 1

施策４

施策 2
施策 3

優良農地の整備促進

スマート 農業やデジタ ル技術の活用

低平地を 支える 基幹的な 農業水利施設の整備・ 保全

農地の保全と 活用
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第 3 章  農業構想の基本方針

少子・ 超高齢社会の進展による後継者や担い手不足は、 安定し た農業生産による食料供給だけ

でなく 、 農地や農業技術の円滑な継承が困難になるなど、 本市が目指す持続可能な農業の実現に

大きな影響を及ぼします。

今後は、 次世代を担う 多様な人材の確保・ 育成や意欲ある担い手が安定して営農継続できる環

境を更に整備し 、 若者に職業として選ばれる「 農業」 と なる必要があり ます。

本市は米をはじ め野菜、 果樹、 花き、 畜産にも 取り 組む大農業都市ですが、 米による収入の割

合が高く 、 需要変動により 所得が不安定になり やすい状況にあり ます。 また労働集約的な作業を

要する園芸品目では労働力不足等への対応も 求めら れています。

今後は、 消費者や実需者など様々なニーズに応じ た多様な米づく り の推進や園芸導入による経営

の複合化を進め、 所得の確保・ 向上につなげる必要があり ます。 またＳＤＧｓ を契機とし た持続可

能な食料システムの構築に向け、 環境負荷低減への取組を推進する必要があり ます。

● 新規就農者の技術および知識の習得や意欲ある担い手が営農を 継続できる環境を 整備する

など、 多様な担い手の確保・ 育成を 進めます。

● スマート 農業技術などを 活用し 経営拡大を 進める 担い手の育成に取り 組むほか、 農業を　

支える多様な人材を確保するため、 デジタル技術の活用を進めます。

● 需要が拡大する野菜・ 果樹に対応するため、 生産技術の課題解決や付加価値の高い農産物

の生産に対する支援を行います。

● 消費者や食品関連産業の需要に応じ た多様な米づく り を 進めると と も に、 園芸導入による

複合営農を推進し ます。

施策 5

施策 8

施策 6

施策 9

施策 7

施策 10
施策 11

新規就農者・ 農業を 担う 者等の確保・ 育成

水田経営における 所得の確保

多様な人材が活躍できる 環境づく り

園芸生産の導入と 拡大

農業経営の確立

農産物の安定生産

脱炭素・ 環境負荷低減の促進
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第 3 章  農業構想の基本方針

本市は米や多様な農産物を生産する日本有数の食料生産・ 供給基地ですが、 国内各地において

農産物の地域ブランド 化が進んでおり 、 地域間競争が激化しています。

本市農業の所得拡大を図るため、 ニーズに応じ た多様な農産物の「 生産」 と「 販売」 を施策の

両輪として推進する必要があります。

● 市内農業団体等と 連携し 、地域一体と なって園芸作物（ 野菜、果物、花き） の販路開拓やタ ー

ゲット 層に合わせ、 時代に対応し た販売促進に取り 組みます。

● 食の拠点性向上に向けて、 食に関する新たなビジネスチャンスを創出するほか、 海外の市場

動向や輸出環境等を踏まえながら 、 米をはじ めとし た農産物の輸出促進に取り 組みます。

施策 12
施策 13

官民連携による 販売促進体制の確立

国内外の新たな 販路開拓

本市は、 食料の消費地である都市と供給地である田園地域と が近接し 、 かつ調和した暮らし やす

い都市です。

本市の豊富な「 食と 農」 に関連し た地域資源を最大限に活用しつつ、 様々な市民や他産業・ 他

分野と の協働・ 連携による取組によって、 本市農業・ 農村の振興につながるコミ ュニティ の活力の

創出や強化を図る必要があり ます。

● 所得と 雇用機会の確保を 図るため、 農業者が農産物の加工、 直売所や農家レスト ラ ン　 　

の経営等新規事業を 立ち上げ、 新たな付加価値を 生み出す６ 次産業化や食品関連産業等　 　

他分野と の連携による農商工連携を進めます。

● 障がい者や農業サポータ ーを はじ めと する 多様な人材が活躍できる 環境を 整え、 連携を　

強化し ます。

● 田園環境や景観など新潟市の地域資源を良好に保つ地域の取組を進めます。

● 市街地の近傍や上流域には水田が広がり 、 多く の排水施設等が位置しており 、 これら 農地・

農業水利施設の多面的機能を活かして流域治水を推進し ます。

施策 14
施策 15
施策 16

新規事業展開への支援

農業を 通じ た 活躍の場の提供

多面的機能のさ ら なる 発揮
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( ５ )  所得拡大に向けた販売力の強化( ５ )  所得拡大に向けた販売力の強化

( １ )  地域資源を 活用し 、コ ミ ュ ニティ の活力を 創出( １ )  地域資源を 活用し 、コ ミ ュ ニティ の活力を 創出

　 2   農業を活かし たまちづく り



第 3 章  農業構想の基本方針

本市では、「 食と 農」 に関わる多く の取組があり 、 市民は地場農産物や食文化に誇り や愛着を抱

いています。

今後は市民が「 食と 農」 に触れ、 親し み、 学ぶこと ができる機会の提供等を通じ 、 農業に対する

市民の理解や地域への誇りと 愛着－シビッ クプライド －の醸成を図り 、 農業の振興へとつなげる必

要があります。

本市は、 国内外と 結ばれた高い拠点性を有する日本海側唯一の政令市です。

本市の強みである豊富な「 食と花」 や特色ある食文化の魅力発信により 、 都市イメ ージの向上と

ともに農産物のブランド 力の向上を図り 、 農業の振興につなげていく 必要があります。

● 市民が農業に触れる機会を創出し 、 都市と 農村の交流や相互理解を 促進し ます。

● いく と ぴあ食花やアグリ パーク などを 活用し 、 市民が食と 農に触れ、 親し み、 学ぶこ と が　

できる場を提供するなど農業体験を 通じ て、 地域への誇りと 愛着を育む取組を進めます。

● 地元農産品の消費拡大につなげるため、 地場産食材の活用や地産地消を進めます。

● 新潟市の強みである食と 花、 食文化の魅力を 発信し 、 多く の人がその魅力に触れら れる　

機会を提供すること によって、 市民をはじ めと する多様な主体と 共に、 食と 花の販路の拡大

および都市と 農村の交流を推進し 、 農業の振興と 豊かな市民生活の実現を図り ます。

施策 17

施策 20

施策 18

施策 21

施策 19

農業体験機会の提供

食と 花、 食文化の魅力発信・ Ｐ Ｒ

食育・ 花育の推進

食の魅力を 活用し た 他分野と の連携の促進

地産地消の推進
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施策の体系図
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第 4 章  農業構想の実現方策

1

2

農地の大区画化・ 水田の汎用化の推進

き め細やかな末端施設の整備

意欲ある担い手への農地の集積・ 集約化による営農の効率化や生産性の向上を図るため、

農業者をはじ め農地中間管理機構等と も 連携し 、 農地の大区画化や水田の汎用化を推進し

ます。

意欲ある担い手が今後も 長く 営農を継続できるよう 、 地域の多様なニーズに沿ったきめ細

やかな整備を行います。

● スケールメ リット を活かした農業経営が展開できるよう 、 大区画ほ場の整備を推進し ます。

● 高収益作物の導入・ 定着を図るため、 地下かんがいシステムを導入し た暗渠排水等の整備

による水田の汎用化を推進し ます。

● 農地の大区画化や水田の汎用化と と も に、 作業の省力化・ 高度化に向けた、 自動走行農機・

水需要の多様化に対応可能なＩ Ｃ Ｔ（ 情報通信技術） 水管理等によるスマート 農業を可能

と する基盤整備を推進し ます。

● 持続的な農業を展開するため、 生産基盤の整備レ ベルや地域の実情に応じ て、 老朽化し

た農業水利施設をはじ めと する末端施設の修繕・ 更新など、 小規模な土地改良事業に対

して支援し ます。

大区画ほ場（ 西蒲区山島地区）

農地中間管理機構関連農地整備事業

土水路から 排水フリュームへの更新

出典： 西蒲原土地改良区
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施策 1

基本方針 1- (1)

優良農地の整備促進　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

「 儲かる農業」に向けた農業生産基盤の整備・ 保全

  基本方針１   売れる米づく りと 園芸産地づく り の推進
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第 4 章  農業構想の実現方策

1

2

施設老朽化に対する 効率的な長寿命化対策の推進

計画的な施設整備

農業生産の基礎と なる農業水利施設は、 近年頻発する局地的豪雨や地震などによる災害リ

スクに備え、 農村地域のみならず市街地を含む地域全体の安心・ 安全な生活を守るために重

要な役割を担っています。 これら施設の老朽化が進む中、 基幹的な農業水利施設の機能を安

定的に発揮さ せ次世代に継承していく ため、 施設の機能診断・ 機能保全計画に基づいた計画

的な補修や更新など既存施設の長寿命化対策を推進します。

地域の農業の現状及び今後の展開方向等を十分勘案しつつ、 農業用水の効率的な安定供

給や排水条件の改良など高度な水管理を実現するため、 計画的な農業水利施設の整備を推

進します。

● 施設の適切な日常管理、 状態監視の強化により 、 対策時期を見直し ながら 、 劣化状況に

応じ た補修や更新などの対策を実施し ます。

● 地域の営農形態に沿った農業水利施設の整備・ 強靭化を計画的に実施し ます。

洪水被害から 農地や市街地を 守る

本所排水機場

鋼矢板水路の腐食対策
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施策 2

基本方針 1- (1)

低平地を支える基幹的な農業水利施設の整備・ 保全

「 儲かる農業」に向けた農業生産基盤の整備・ 保全



第 4 章  農業構想の実現方策

1

2

3

農業振興地域整備計画の適正な管理

農地の維持・ 有効活用

遊休農地の発生防止

農業振興地域整備計画に基づいた土地利用や農業基盤の整備を進めること で、 長期的な

視野に立った優良農地の確保を図り ます。

現在利用さ れている農地について、 計画的に担い手へ集積・ 集約化を進めること で生産性

の向上を図り 、 将来にわたって農地として維持・ 活用する取組を進めます。

担い手の確保や農地集積、 農業生産基盤の整備を進めると と も に、 意欲ある 担い手へ　

農地情報の提供を行う こと で、 遊休農地の発生予防に努めます。

● 農業振興地域整備計画の適正な管理を行う と と も に、 農地法や都市計画法、 地域未来投

資促進法など他法令に基づく 土地利用の調整を図ること で、 優良農地を 確保・ 維持し ます。

● 将来の地域農業のあり 方（ 中心と なる経営体の位置づけや農地集積等） について、 関係

機関と 連携して地域における話し 合いを進めます。

● 新たな園芸産地の形成や産地拡大に向けた取組を 進め、 担い手が規模拡大や新規参入し

やすい条件を 整えます。

● 意欲ある担い手へ農地が引き継がれるよう 、 農地中間管理事業を活用し 、 担い手への集積・

集約化を推進します。

● 都市住民や定年退職者など多様な人材が農業に参加する機会を 設けるこ と で、 空き 農地

の有効活用を進めます。

● 毎年、 管内全ての農地の利用状況を調査 ( 農地パト ロール ) し 、 適正に管理さ れない状態

が続く 恐れがある農地に対して、 適正な管理を行う よう 指導し ます。
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農地の保全と 活用

「 儲かる農業」に向けた農業生産基盤の整備・ 保全



第 4 章  農業構想の実現方策

1

2

3

スマート 農業技術の活用によ る 生産性の向上

スマート 農業技術の活用によ る 複合経営の推進

持続可能な生産技術への転換

国家戦略特区制度を活かし 、 農業分野においてスマート 農業やデジタル技術の導入を推進

すること で、 生産性・ 収益性の向上を図ります。

スマート 農業技術の活用により 労働力を削減し 、 新たな園芸品目の導入による 複合経営を　

推進します。

これまでの生産現場で培われてきた栽培技術を生かし 、環境への意識を高めながら 、スマー

ト 農業やデジタル技術など将来に向けた革新的な技術、 生産体系の開発やその技術の応用、

啓発を生産現場の実情に応じ て産学官で連携して取り 組みます。

● ド ローンなどのスマート 農機や、 施設園芸における環境制御装置の導入など、 デジタル技

術の活用などにより 、 低コ スト 化や農産物の品質や収量の向上に向けた取組を進めます。

● 国家戦略特区指定を 契機とし た、 様々な民間企業と の連携を更に進め、 スマート 農業の

実証を 行う と と も に、 先進技術を 活用できる人材を 育成し 、 生産や流通において更なる　

普及を図り ます。

● 稲作経営におけるスマート 化により 、 削減し た労働力を園芸生産等に振り 分けら れるよう

取組を 進めると と も に、 大規模園芸生産のスマート 農業化や施設・ 機械の共同化による　

省力化を推進し ます。

● ほ場整備と 連携し 、 水田の大区画化や汎用化と 合わせ、 デジタル技術を 活用すること で、

農作業の生産性向上を図り 、 高収益作物の生産を推進し ます。

● 市内外の研究施設や企業と 連携し 、 農業生産現場における環境に配慮し たデジタ ル技術

の取組を進めます。

● 化学肥料、 化学合成農薬の低減等の環境負荷低減につながるスマート 農業への取組を 進

めます。

自動運転ト ラ クタ による播種床づく り ド ローンによる薬剤散布

39

第
1
章

第
2
章

第
3
章

第
4
章

第
5
章

第
6
章

第
7
章

第
8
章

施策 4

基本方針 1- (2)

スマート 農業やデジタル技術の活用

生産性向上と 持続性の両立に向けたスマート 農業技術の導入促進



第 4 章  農業構想の実現方策

1

2

3

幅広い多様な人材の確保と 企業参入の推進

担い手に育つまでの支援体制の強化

次世代の担い手への経営継承・ 発展

将来にわたって本市の農業の発展を支える担い手と なる人材の確保や、企業参入を促進します。

新規就農者の経営安定化につながる支援を進め、 自ら消費者ニーズを把握し 、 経営方針に反

映するなど、 経営感覚をもった農業経営者の育成を図ります。

経営継承を希望する農業の後継者を確保するとと も

に、 経営継承後の経営発展を支援します。

● 新規就農者や農業法人等への就業者確保のため、 インタ ーネット を 活用し た情報発信の

強化に取り 組みます。

● 新規就農・ 就業希望者や、 農業参入を希望する企業に対する相談体制を強化し ます。

● 都市住民や定年退職者などの多様な人材が農業に参加する機会の確保・ 拡大を図り ます。

● 就農希望者が必要と する農地を円滑に確保できるよう 、 農業委員会や農地中間管理機構

を 通じ た斡旋・ 貸借を推進し ます。

● 農業経営の安定化を目的に、 経営課題解決やマネジメ ント に関する 研修会への参加を　

支援し ます。

● 新規就農者の栽培技術向上をはじ め、 経営安定化の実現のため、 相談対応などの支援を

行います。

● 経営移譲を 希望する農業者と 、 規模拡大を目指す

農業者や農業参入希望者のマッ チングの機会確保

や、 経営移譲・ 継承にかかる 相談窓口と して新潟

県担い手支援センタ ーなどを 紹介するこ と により 、

円滑な経営移譲を支援し ます。

● 継承者が地域の担い手と し て成長できるよう 、 経

営面積の拡大や作業効率化などの経営改善に資す

る取り 組みを支援し ます。

農業者向け経営セミ ナー

新規就農者の研修風景
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第 4 章  農業構想の実現方策

1

2

3

意欲ある 若手農業者のネッ ト ワーク 構築

女性農業者の参画に向けた環境整備の推進

農業法人等の経営管理力向上

意欲ある若手農業者が活躍できるよう 、 情報提供の強化や情報交換の機会の提供に努め

ます。

農業経営や農業関係団体における女性の参画を推進します。

農業法人等の労働環境整備と 人材育成を支援することで、 農業における働き方改革を推進

します。

● 就農希望者がスムーズに就農・ 就業できるよう 、 インタ ーネット を 活用し た広報や関係　

機関と の連携による情報提供を行います。

● 若手同士や世代間の交流を 通じ て、 次世代を担う 若手農業者が幅広い視野に立ち営農し

続けら れるよう 支援し ます。

● 家族経営協定の締結を 促すこと により 女性の経営参画を推進し ます。

● 農業に関する 附属機関等への女性登用を 進めると と も に、 農業関係団体の役員登用の　

促進に努めます。

● 農村地域生活アド バイザーなどの女性リ ーダーの育成に努めます。

● 農業法人等を対象に、経営管理力向上や経営合理化、人材育成に関する取組を支援し ます。

● 経営者等を対象とし た研修機会の提供などにより 、 他産業並みの労働環境の整備を推進

し ます。

女性農業者と の懇談会
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第 4 章  農業構想の実現方策

1

2

農業の経営の安定化

農地集積・ 集約化の推進

担い手が自信と 誇り をもって営農を続けら れる環境づく り を進めるとと も に、 農業経営の　

安定化を支援します。

担い手の安定経営を確立し 、 将来にわたって農地を守るため、 農地の集積・ 集約化を進め、

規模拡大と 効率的な土地利用を図り ます。

● 意欲ある農業者については、 対外的な信用力の向上や事業継続などの利点を 踏まえて、

法人化への移行を推進し ます。

● 経営の多角化や水田農業と 園芸による経営の複合化など、 経営の安定化に向けた取組を

推進し ます。

● 農地中間管理事業を 活用し た、 担い手への農地の集積・ 集約化を 促進し ます。

● 農地を、 次の世代に着実に引き 継いでいく ため、 地域計画（ 人・ 農地プラン） の策定から

達成に向けた過程において、 積極的に地域の話し 合いを行います。

地域での話し 合いの様子
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第 4 章  農業構想の実現方策

1

2

3

消費者ニーズを 踏まえた新潟市産米の生産強化

非主食用米等の生産推進

低コ スト ・ 省力化によ る 競争力の強化

国内外の多様な消費者や食品関連産業のニーズを捉え、 安心・ 安全で将来に渡って持続可

能な生産体制の強化を図り ます。

人口減少や高齢化により 今後国内の米の需要減少が見込まれるなか、 米菓や酒など全国有数

の食品関連産業が展開さ れる本市の特徴を活かし 、加工用米や米粉用米等の生産を推進します。

産地間競争や米価の下落に対応し 、 市産米の競争力を強化するため、 低コスト ・ 省力化に

よる生産性向上を進めます。

● 化学肥料や化学合成農薬を 減らし た栽培や有機栽培など、 環境負荷の低減を図る生産を

推進し ます。

● 業務用の多収性品種や、 新之助をはじ めとし たブランド 米の生産拡大など、 実需者のニー

ズを捉えた生産を推進し ます。

● 輸出用米の生産を推進し ます。

● 市内産米を取り 扱う 集荷業者や農業者と 、 米菓等実需者と の結びつきを 進め、 加工用米

や米粉用米等の取組を拡大し ます。

● 国や県の支援策を活用し ながら 、 主食用米から 非主食用米への転換のメ リット を農業者に

丁寧に説明し ます。

● 米と と も に、土地利用型作物の麦や大豆の生産を推進すること により 、田園環境の維持と 、

所得確保に向けた取組を進めます。

● スマート 農業を推進し 、 労力軽減や収量・ 品質向上に向けた取組を進めます。

● 担い手への農地の集積・ 集約化を図り 、 経営規模拡大と 省力化を推進し ます。

新潟市の田園風景 新之助の収穫
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第 4 章  農業構想の実現方策

1

2

3

新たな園芸産地の形成

労働力の確保と 作業省力化の推進

需要に応じ た品目・ 品種導入への取組

園芸導入による複合営農を推進し 、 新たな園芸産地の形成や産地拡大に向けた取組を推進

します。

園芸生産の課題である作業ピーク時の労働力の確保と作業省力化に向けた取組を進めます。

農業所得の向上につながる市場のニーズに応じ た農産物の導入を支援します。

● 野菜や果樹、 花きなどの園芸品目の生産拡大に向けた取組を、 県や農業団体、 農業者と

一体と なって生産と 販売の両輪で推進し ます。

● 地域や個々の農業者の状況に合わせた園芸品目の導入や、 ほ場整備を 契機とし た園芸生

産の拡大を推進し ます。

● 水田における園芸作物の産地化を 進めるため、 農作業の機械化と 共同化を推進し ます。

● 果樹産地の形成には期間を要すること から 、 既存産地の維持・ 拡大に向け、 品目や品種の

更新や新たな栽培技術の導入を推進すると と も に、 次世代を担う 人材の確保を進めます。

● 農業者の作業省力化に向けた機械・ 施設の導入を推進すると と も に、 農業者団体や生産

組織の共同集出荷施設等の導入を 進めます。

● マッ チングアプリ などデジタル技術等を活用し 、農業者の労働力の確保を 進めると と もに、

スマート 農業による農作業の省力化・ 効率化を推進し ます。

● 市場ニーズに応じ た農産物の栽培技術の課題解決に取り 組むと と も に、 高収益化につなが

る品目や品種の導入を支援し ます。

● 将来の農業を取り 巻く 社会や経済環境の変化を捉え、 新たな品目・ 品種の導入など、 産

学官連携による研究に取り 組みます。

たまねぎ共同集出荷施設の作業風景 すいか選果場
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第 4 章  農業構想の実現方策

1

2

3

食料生産力の強化

低コ スト 化の推進

農産物の安定生産と 品質の確保

全国一の水田面積を有する本市の特徴を活かし 、 非主食用米や麦、 大豆の生産など水田

フル活用による生産体制の強化を図り ます。

農業資材や肥料価格の高騰のほか、 人口減少を背景とし た米の需要量の減少などの外的環境

の変化に対応できる農業経営を実現するため、 低コスト 化を推進します。

農産物の安定生産や品質向上を図るため、 栽培技術に関する支援を行います。

● 農業者の経営基盤の強化に向け、農地の集積・ 集約化と 合わせ、機械・ 施設の導入を推進し 、

経営規模の拡大と 効率化を推進し ます。

● 消費者や食品関連産業の需要を踏まえ、 国支援事業の活用を 促し ながら 非主食用米のほ

か、 麦や大豆の生産を拡大すると と も に、 農業者等と 市内食品関連産業の連携を推進し 、

新し い需要を開拓し ます。

● 畜産において、 規模拡大やコ スト 低減に向けた機械・ 施設の導入を推進するなど、 生産基

盤を強化し ます。

● スマート 農業の推進やデジタル技術の活用のほか、 担い手への農地の集積・ 集約化を 進め、

作業の効率化と 生産性の向上を図り ます。

● 肥料コ スト の低減に向け、 市内畜産農家と の耕畜連携による堆肥の活用を 促し ます。

● 生産現場における品種選定など栽培技術上の課題について、 栽培実証を 通じ た技術情報

を提供し 、 農産物の安定生産や品質の確保を図り ます。

麦の収穫
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第 4 章  農業構想の実現方策

1

2

安心・ 安全な農畜産物の生産

環境への負荷が少ない農業の推進

消費者や食品関連産業に選ばれ、 産地間競争に打ち勝つため、 安心・ 安全で付加価値の

高い農畜産物の生産を推進します。

みどり の食料システム戦略の方向性を踏まえ、 脱炭素化を進めるととも に、 環境負荷を低

減した農業生産を推進し 、 持続可能な農業を実現します。

● スマート 農業の活用と と もに、 有機資源を利用し た循環型農業を推進し 、 化学肥料・ 化学

合成農薬を 低減し た農業や、 有機農業の取組拡大を図り ます。

● 畜産における生産環境の整備を進めると と もに、 家畜伝染病の予防に取り 組みます。

● 稲わら 、 も み殻などの未利用資源を活用し た土づく り を推進し 、 循環型農業を推進し ます。

● 環境負荷の少ない農業の実現に向け、 化学肥料・ 化学合成農薬の低減と と も に、 堆肥を

利用し た土づく り のほか、 水田での秋耕や中干し の期間延長などを推進し 、 土壌への炭素

貯留を進めるなど、 地球温暖化防止に向けて取り 組みます。

● 土壌の分析や診断を行い、 適正な肥培管理により 、 環境負荷が少なく 効率的な農業経営

を支援し ます。

● 環境負荷低減につながる品種や農業資材の導入にかかる技術的支援を行います。

マニュアスプレッ ダーによる堆肥の散布 自動抑草ロボット による雑草抑制実証
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新たな需要に応える農産物の生産体制の強化



第 4 章  農業構想の実現方策

1 園芸作物の販売力強化

「 儲かる農業」 の実現に向けて、 本市と 農業団体等で設立した「 新潟市園芸作物販売戦略

会議」 が中心と なり 、 地域一体と なって園芸作物の販売促進・ 販路開拓を図り ます。

● 市長自ら 産地を 代表し 、 県外の市場関係者や消費者などへのト ッ プセールスを行い、 園芸

作物の販売促進・ 販路開拓を図り ます。

● 県をはじ め、 卸売業者、 仲卸業者、 量販店などの関係者と 連携し 、 各種プロモーショ ンに

取り 組むこと で、 園芸作物の販売促進・ 販路開拓を図り ます。

● 市場関係者（ 卸売業者・ 仲卸業者・ 売買参加者） が求める園芸作物の生産拡大を、 労働

力確保の面から支援するため、 マッ チングアプリ の利用拡大を進めます。

市内産農産物のト ッ プセールス風景
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第 4 章  農業構想の実現方策

1

2

3

県外に向けた市内産農産物の販路開拓

海外市場に向けた市内産農産物の輸出促進

食の見本市開催によ る ビ ジネスチャ ン スの創出

所得拡大に向けた販売力強化を図るため、 市内産農産物の県外への販路開拓に意欲を持

つ生産者や農業協同組合などの取組を支援します。

所得拡大に向けた販売力強化を図るため、 海外の市場動向や輸出環境等を踏まえながら 、 米

をはじ めとした市内産農産物の輸出促進に取り 組みます。

所得拡大に向けた販売力強化を図るため、「 食の国際見本市フード メッ セ in にいがた」 を

開催し 、 農産物や食品加工品などの販路開拓に向けた新たなビジネスチャンス創出に取り 組

みます。

● 県外で生産者や農業団体などと 連携し たプロモーショ ンを 行い、 市内産農産物の販路開

拓を図り ます。

● 県外での消費者Ｐ Ｒ イベント に出店する生産者や農業団体の活動支援を通じ 、 市内産農産

物の販路開拓を図り ます。

● 県外バイヤーを招聘し 、 産地視察や生産者と の意見交換、 商談などを行う こと で、 市内産

農産物の新たな商取引に繋げます。

● 県やジェト ロ新潟、 農業協同組合などと 連携し 、 市内産農産物の輸出促進に取り 組むこと

で、 県全体の農産物の輸出底上げを図り ます。

● 輸出に取り 組む事業者の裾野を広げるため、 生産者や農業協同組合などが輸出に関心を

持ち、 所得拡大に向けて販路開拓に取り 組む機運の醸成を図り ます。

● 県内外のバイヤーと の個別商談会を設け、 商談機会の拡大を推進し ます。

● 出展者向けに商談力向上セミ ナー開催などを通じ 、 成約見込件数の増加を目指し ます。

中国上海市での新潟産米フェ ア フ ード メッ セ in にいがた
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国内外の新たな販路開拓

所得拡大に向けた販売力の強化



第 4 章  農業構想の実現方策

1 ６ 次産業化や農商工連携の支援

農業所得の向上を図るため、 農産物の生産の他、 複合的な経営を進める６ 次産業化や　

他産業との連携による農商工連携など、 農産物の付加価値向上に資する取組を支援します。

● 食品加工や販路拡大のための新たな事業展開への取組や、 関連産業と の連携のための　

取組を支援し ます。

● アグリ パーク 食品加工支援センタ ーや新潟市産業振興財団（ Ｉ Ｐ Ｃ 財団） と 連携し て、　 　

加工技術から 販売戦略に至るまでの情報提供や各種相談・ 支援を行います。

アグリパーク 食品加工支援センタ ー
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新規事業展開への支援

地域資源を 活用し 、 コ ミ ュニティ の活力を創出
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第 4 章  農業構想の実現方策

1 誰も が農業に触れる こ と ができ る 環境づく り

市民農園、 体験農園等の利用を促進するなど、 誰もが農業に触れること ができる環境を整

え、 生産者と 消費者の交流や相互理解を通じ て、 多様な人材が活躍できるよう 支援します。

● 農業サポータ ー推進事業において受入農家と 農業サポータ ーが活動し やすい環境を 整え

ること で、 活動の拡大を図り ます。

● 食と 農の地域資源を福祉や教育などの他分野に活かし 、 世代や障がいの有無などを問わ

ない誰もが関われる農業体験や活躍の場を提供すること でコミ ュニティ を創出し ます。

農業サポータ ーの活動の様子 福祉事業所による花の寄せ植え体験
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第 4 章  農業構想の実現方策

1

2

3

豊かな自然の保全と 創出

魅力と 活力ある 田園集落づく り の推進

流域治水の推進

信濃川・ 阿賀野川等の河川、 福島潟・ 鳥屋野潟・ 佐潟等の里潟、 巻・ 岩室の山地、 新津

丘陵の里山など、 豊かな自然環境を保全するとともに、 産学官民連携による取組により 自然

環境の質の向上を図ります。

自然豊かな農村地域で快適な生活が営め、 住み続けたい、 住んでみたいと 思えるよう な魅力

と 活力にあふれた田園集落づく り を推進します。

気候変動に伴い災害が激甚化・ 頻発化する な か、　

農地・ 農業水利施設を活用して、 あら ゆる関係者と の

連携のもと、 流域全体で行う 協働の取組である「 流域

治水」 を推進します。

● 冬みず田んぼや市内にはり めぐらさ れている大規模な排水路等の活用により 、 河川や潟と 一体と

なった水辺空間のネット ワーク 化を 図り 、 ハク チョ ウをはじ めと し た水鳥の生息地を 確保するな

ど、 多様な動植物に配慮し た生産基盤の整備や生態系の保全と 創出に向けた取組を推進し ます。

● 水質の改善や四季を 通じ て水鳥や水生生物が生息できる環境を創出するため、 環境用水

の導入を推進し ます。

● 四季折々の草花やハザ木、 屋敷林などの農村景観を 保全する活動を支援し ます。

● 農村特有の景観や文化を形成してきた伝統的な農業技術、 農業に由来する行事の継承等、

文化の継承を通じ た農村コ ミ ュニティ の強化に資する活動を支援し ます。

● 多面的機能の発揮を図るための地域の農地・ 農業用水等の保全管理活動を支援すると と もに、 新

たに取り 組む地域の既存組織への編入、活動組織の広域化を推進し 、取組面積の拡大を図り ます。

● 多様な主体の参画による 地域づく り を 推進すると と も に、 企業や大学と の連携を 図り 、　 　

Ｓ Ｄ Ｇｓ への貢献に向けた地域の共同活動の取組を推進し ます。

● 農村景観や地域の共同活動など、本市の農業・ 農村の魅力をホームページやソーシャル・ネッ

ト ワーキング・ サービス（ Ｓ ＮＳ）、 パンフレット などを活用して全国に情報発信し ます。

● 排水路等の草刈り や泥上げ、 点検等により 異常

気象時等の被害軽減に取り 組むと と も に、 地域

が一体と なった防災・ 減災力の強化活動を 支援

し ます。

● 水田の貯留能力により 、 河川や水路の急激な水

位上昇を抑え、 周辺の農地や住宅地の浸水被害

リ スク を 低減さ せる効果を 持つ田んぼダムの取

組を、 農家の協力のも と 推進し ます。

環境用水がつく る水辺空間

地域住民の参加による景観形成活動
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第 4 章  農業構想の実現方策

1

2

独自の農業体験学習プロ グラ ムの提供

農業体験し やすい環境づく り と 機会の提供

学校等で行う 農業体験学習を支援すること で、子どもたちの農業や食に対する理解を深め、

ふるさとへの誇り や愛着、 生きる力を培う とともに、 食と 農の産業を支える人材を育てます。

市民が農業に触れ、 楽し むとともに、 農業を学ぶ場を提供すること で、 地域の農業に対す

る理解を深め、 郷土愛を育みます。

● 園児から 中学生までの学校の授業において、 農業を 生きた教材として学ぶ「 アグリ ・ スタ

ディ・プログラム」 を推進し 、農業や食に対する理解を深めると と も に生きる力を培います。

● 小学校高学年から大学生までの学習において、 食と 農に関する課題を自ら 設定し 、 主体的

な学びによる課題解決を目指す「 食と 農のわく わく S D Gs 学習」 に取り 組むこと で、 食と

農の産業を支える人材を育成し ます。

● アグリパーク やいく と ぴあ食花を拠点に、 様々な農業体験イベント の開催や農業に関する

情報を発信するなど、 市民の農業への興味関心を喚起し ます。

農業体験学習 アグリパーク
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第 4 章  農業構想の実現方策

地場産食材を 活用し た学校給食

花き 生産者の話を 聞き 親子で収穫を 体験

1

2

3

食と 農の魅力を 活かし た食育の推進

学校給食における 地場産物の活用

花の産地と し ての花育の推進

本市の食と 農の魅力を活かし 、 市民一人ひとり が生涯にわたって健全な心と 身体を培い、

豊かな人間性を育むこと ができる「 食育」 を推進します。

学校給食における地場産物の活用や米飯給食を通じ て、 子どもたちの地域食材への理解を深

めること で食育を推進します。

花の産地であることの強みを活かし 、 日常生活の中

で花や緑を育むこと を通じ て、 心身の健康づく り や、

花のある暮らしづく り 、 地域コミ ュニティ を形成する

とともに、 需要の拡大につなげ、 本市の花き産業の発

展を目指します。

● 日本有数の農業都市である強みを活かし 、 身近に生産さ れる農産物や、 食品関連産業の情報

を活用し 、 食と 農に関係する多様な関係者が連携すること で、 市民の食への関心を高めます。

● 食育・ 花育センタ ーを拠点に、 季節の料理教室を はじ め、 楽し みながら 学べる展示物の　

設置や食に関する体験の場を提供し ます。

● 地域の特色を 活かし た地場産学校給食の提供や、 地場産物についての学習等を 通じ て地

域農業への理解を 深めると と も に、 食や食に関わる人々への感謝の気持ちが深まるよう 、

生産者と の交流などを推進し ます。

● 生産・ 流通関係者と 給食関係者が連携し 、市内産及び県内産の地場産物の利用推進を図り ます。

● まちづく り や公共施設に花や緑を 活用し 、「 花の

まち」 の魅力を内外に発信し ます。

● 将来を 担う 児童や生徒を はじ め幅広い世代に向

けて、 地域や学校での身近な花育活動を推進し 、

日常生活における花の活用を図り ます。

● 食育・ 花育センタ ーを 拠点に、 新潟の花の展示や　

紹介、 季節に応じ た講座やイベント を開催し ます。

● 4 月19 日、10 月19 日を「 新潟市花育の日」、4 月、

1 0 月を「 花育月間」 と し て 花育の普及推進に　

取り 組みます。
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第 4 章  農業構想の実現方策

1 市内産農産物のＰ Ｒ と 消費拡大

新鮮で安心・ 安全な市内産農産物の地域内流通を促すとともに、 消費拡大に向けたＰＲを

行う ことで地産地消の推進を図り ます。

● 市内産農産物を 積極的に販売又は活用する小売店や飲食店などを「 地産地消推進の店」

に認定し 、 消費者が購入・ 消費できる 機会や場を 増やすこ と で、 地産地消に向けた機運

醸成を図り ます。

● 多彩で豊富な市内産農産物の認知度向上を図るため、 県や農業協同組合、 花き 関連団体

などと 連携し 、 消費者向けの販売促進イベント や、 Ｐ Ｒ を行います。

● インスタ グラムやツイッ タ ーなどのソーシャル・ ネット ワーキング・ サービス（ Ｓ ＮＳ） を 積

極的に活用し 、 旬の市内産農産物の情報発信を図り ます。

「 地産地消推進の店」 ロゴマーク

市内産花き のＰ Ｒ 展示
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第 4 章  農業構想の実現方策

1

1

食と 花、 食文化の魅力発信

異業種連携の支援の充実

本市の魅力である食と 花、 特色ある食文化を全国

にＰ Ｒし 、 市内産農産物の認知度向上や消費拡大、

ブランド イメ ージの向上を図ります。

食と 農の地域資源や関連事業者と 他分野の情報共有の場を提供し 、 活動を支援すること

で魅力あるまちづく り を推進します。

●  いく と ぴあ食花、 アグリ パーク などの拠点施

設や市内各所でのイベント 開催により 、 本市

が誇る食と 花や農業の魅力を市内外に発信し

ます。

● 料理を 通して市内産農産物の魅力を 国内外に

伝えるこ と ができる人材の発掘や育成を 進め

ます。

● インスタ グラムやツイッ タ ーなどのソーシャル・

ネット ワーキング・ サービ ス（ Ｓ Ｎ Ｓ ） を 積極

的に活用し 、 食と 花、 食文化の情報発信を 図

り ます。

●  食や食文化を 地域交流や産業発展につなげるため、 食文化創造都市推進会議に関わる　

市民や企業、 団体など異なる業種同士が連携して取り 組む活動を支援し ます。

● 食と 農の地域資源や関連事業者と 他分野の連携事例を 情報発信すること で活動の普及・ 促進を

図り ます。

いく と ぴあ食花

民間事業者によるキッ チンカーと

市内を 巡るツアー

民間事業者による生産者や

野菜ソムリ エと 交流するツアーの様子

ＳＮＳ での情報発信
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施策 20

基本方針 2 - (3 )

食と 花、 食文化の魅力発信・ Ｐ Ｒ

新潟の農産物と 食文化を 全国に発信

施策 21

基本方針 2 - (3 )

食の魅力を活用し た他分野と の連携の促進

新潟の農産物と 食文化を 全国に発信



基本方針 指　 標
現状値

令和 3（ 2 0 2 0 ）年度

目標数値
令和 1 2（ 2 0 3 0 ）年度

１
　
売
れ
る
米
づ
く
り
と
園
芸
産
地
づ
く
り
の
推
進

(1)
「 儲かる農業」 に向けた
農業生産基盤の整備・ 保全

(2)
生産性向上と 持続性の両立
に向けたスマート 農業技術
の導入促進

(3)
意欲ある担い手等の
確保・ 育成

(4)
新たな需要に応える
農産物の生産体制の強化

(5)
所得拡大に向けた
販売力の強化

①ほ場整備率 52.3％ 65 ％

②市管理農業用排水機場の　
機能保全計画に基づく

　 長寿命化対策の実施率
50 ％

毎年度

100 ％

③認定農業者等への農地集積率 70.9 ％ 85 ％

④新規就農者数 80 人
( 令和 3 年 )

70 人
( 令和 12 年 )

⑤環境への負荷を低減さ せる
取組の面積 31,403a 58,000a

⑥農業産出額う ち米・ 麦・
　 大豆等主要作物の産出額
　 及び交付金

343.1 億円
( 令和 2 年）

拡大
さ せる

⑦１ 億円園芸産地の販売額の
合計額

102.3 億円
( 令和 3 年）

133.8 億円
( 令和 12 年）

２
　
農
業
を
活
か
し
た
ま
ち
づ
く
り

(1)
地域資源を活用し 、
コ ミ ュ ニティ の活力を創出

(2)
食と 農への理解促進と
シビッ ク プラ イ ド の醸成

(3)
新潟の農産物と 食文化を
全国に発信

⑧登録し た農業サポータ ーの
う ち活動し た人数

（ 登録者全体に対する割合）

142 人
(34％ )

210 人
（ 50% ）

⑨多面的機能支払交付金事業
によっ て広域的に保全管理
さ れる農用地面積の割合

81 ％ 95 ％

⑩食と 農のわく わく SDG s　
学習プログラ ム実施校数 － 60 校

⑪学校給食における地場産物
を使用する割合

 ( 金額ベース )

県産

58.4 ％

県産

61.9 %

⑫新潟市食文化創造都市推進
プロジェ ク ト の採択事業数 83 件 147 件

第 5 章  農業構想における目標

本構想の将来像「 食と花の都～都市と 田園の調和を活かした持続可能な農業の実現～」 の実現に

向け、 本構想における指標および目標を次のよう に設定します。
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第 6 章  区別展開

「 第４ 章　 農業構想の実現方策」 は全区共通で取り 組むも のですが、 この「 第 6 章　 区別展開」

では本市の行政区を基礎とした地域毎に、 地域の特性や課題、 取組の方向性を示します。

北区は、 水稲を主体としつつ、 園芸作物との経営複合化や園芸産地拡大にも 積極的に取り 組ん

でおり 、 中でもト マト と なすは、 県下一の出荷量を誇っています。

また、 砂丘畑を中心に栽培さ れていた葉たばこの廃作に伴い、 収益力の高いすいか、 メ ロンな

どの大規模園芸団地を整備するとともに、 北区産さ つまいも「 し るきーも」 をブランド 化するなど

園芸作物への転換を図っています。

その一方で農業者の高齢化や担い手不足により 、 農業者数や生産量が減少しているほか、 遊休

農地も 増加しているため、 農業者の所得安定や、 農業経営の担い手確保が重要な課題と なってい

ます。

● 農業者の収益力向上に向けた、 農産物の高品質化と 高付加価値化の取組を支援するとともに、

農地の集積・ 集約化等による農作業の効率化や意欲ある新たな就農希望者への支援・ 育成を

推進し 、 農業経営の担い手確保に努めます。

●「 儲かる農業」 の実現に向けて、 水稲と 園芸作物との複合経営の取り 組みを推進するとともに、

砂丘畑を中心とした高収益作物の導入を支援し 、 園芸産地の拡大及び遊休農地の解消を図り

ます。

ト マト（ 大玉系） やき なす 新潟すいか

出典：「 2020 年農林業センサス」 農林水産省

■ 農家数： 1 ,414 戸（ 販売農家： 1 ,009 戸、 自給的農家： 405 戸）

■ 農業経営体数： 1,024 経営体

　 　 　 　 　 　 　 　 　  （ 団体経営体： 12 経営体、 個人経営体： 1,012 経営体）

■ 基幹的農業従事者数： 1,465 人（ う ち 65 歳以上： 68 .6％）

■ 経営耕地面積： 3,991ha（ 田： 3,622ha、畑： 352ha、樹園地： 16ha）

■ 主要作物： 米、 大豆、 ト マト 、 すいか、 き ゅ う り 、 ねぎ、 メ ロ ン、
たまねぎ、 なす、 だいこ ん、 さ つまいも 、 さ と いも 、 日本なし 、
ト ルコ ギキョ ウ切花、 肉用牛　 等 
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( 1 )  北区

第6 章  区別展開



第 6 章  区別展開

東・ 中央・ 江南区は、 市内最大の消費地である市街地を有する一方、 広大な田園地帯が広がり 、

水稲を主体としつつ、 各地域の特性を活かし た野菜・ 果樹・ 花き・ 球根などの多種多様な農産物

が生産さ れており 、 都市近郊農業が営まれている地域です。

この地域性を活かし 、「 食と 花の銘産品」 などの地場農産物の消費拡大など、 地産地消の推進

に向けた様々な取組が実施さ れています。

し かし ながら 、 主食用米の需要減少や米価の低迷、 農業者の高齢化や後継者不在により 、 農

業者数が減少するなど様々な課題があり ます。

● 引き続き農地の集積・ 集約化を行う とともに、 意欲ある多様な担い手の確保と 育成を図り ます。

また、 スマート 農業導入による効率化や６ 次産業化による高付加価値化、 園芸導入による複合

経営などを促進し 、「 儲かる農業」 や更なる地産地消の実現に向け、 農業者への支援を推進し

ます。

女池菜 藤五郎梅 やわ肌ねぎ

出典：「 2020 年農林業センサス」 農林水産省

※東区及び中央区は、 他区に比べ農地が少なく 、 信濃川・ 阿賀野川・ 小阿賀野川に囲まれた輪中地域として

江南区と 連坦した環境にあることから、 3 地区を 1 地域として整理しました。

■ 農家数： 1,775 戸（ 販売農家： 1 ,145 戸、 自給的農家： 630 戸）

■ 農業経営体数： 1 ,188 経営体

　 　 　 　 　 　 　 　 　  （ 団体経営体： 28 経営体、個人経営体： 1,160 経営体）

■ 基幹的農業従事者数： 1 ,903 人（ う ち 65 歳以上： 67 .9％）

■ 経営耕地面積： 4 ,184ha（ 田： 3,657ha、 畑： 445ha、 樹園地： 81ha）

■ 主要作物： 米、 大豆、 いち ご、 き ゅ う り 、 えだまめ、 女池菜、 ホ

ウレ ンソ ウ、 小松菜、 ねぎ、 キャ ベツ、 ト マト 、 スイ ート コ ーン、

なす、 たまねぎ、 ごぼう 、 にんじ ん、 日本なし 、 西洋なし 、 ぶど

う 、 う め、 切り 花、 チュ ーリ ッ プ球根、 乳用牛　 等 
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第 6 章  区別展開

秋葉区は、 信濃川、 阿賀野川の流入により 形成さ れた沖積平野に広がる肥沃な農地で、 水稲を

主体とし た農業が営まれていますが、 アザレア、 クリスマスローズ、 ボケをはじ めと する花き・ 花

木は全国屈指の産地でも あり 、 毎年、 市場見本市が開催さ れるなど全国の買参人から注目さ れて

います。

また、 農地の基盤整備事業完了後の水田で麦・ 大豆が栽培さ れており 、 大麦「 秋葉の里 白雪も

ち麦」 のブランド 化を目指し 、 産・ 福・ 学・ 官が連携し た「 Akiha もち麦プロジェ クト 」 に取り 組

んでいます。

今後は、 稲作と 園芸作物の導入による複合経営への移行に向け、 機械化体系が確立した高収益

作物の栽培に取り 組むことで、 農業所得の向上並びに担い手確保を推進していく 必要があり ます。

● 全国市場への花き・ 花木の更なる販路拡大を、 農業者団体と一体と なって取り 組みます。

● 地場農産物のブランド 化を継続して実施するとともに、 農地の基盤整備に合わせて、 農業者及

び関係団体と 連携した高収益作物の選定を進めます。

● 環境保全型農業を推進し 、 安心・ 安全な農産物の供給に努めます。

う ら ら こ すど 見本市 アザレ ア 大麦「 秋葉の里 白雪も ち 麦」

出典：「 2020 年農林業センサス」 農林水産省

■ 農家数： 1,192 戸（ 販売農家： 812 戸、 自給的農家： 380 戸）

■ 農業経営体数： 834 経営体

　 　 　 　 　 　 　 　 　  （ 団体経営体： 23 経営体、 個人経営体： 811 経営体）

■ 基幹的農業従事者数： 1 ,129 人（ う ち 65 歳以上： 70 .9％）

■ 経営耕地面積： 3 ,336ha（ 田： 3,160ha、畑： 146ha、樹園地： 30ha）

■ 主要作物： 米、 大豆、 えだまめ、 さ と いも 、 いちご、 プチヴェ ー

ル、 かき 、 ユリ 切り 花、 アザレ ア、 シャ ク ナゲ、 ク リ スマスロー

ズ、 チュ ーリ ッ プ切花、 乳用牛　 等 
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■ 農家数： 1,828 戸（ 販売農家： 1 ,315 戸、 自給的農家： 513 戸）

■ 農業経営体数： 1 ,385 経営体

　 　 　 　 　 　 　 　 　  （ 団体経営体： 51 経営体、個人経営体： 1,334 経営体）

■ 基幹的農業従事者数： 2 ,261 人（ う ち 65 歳以上： 64 .4％）

■ 経営耕地面積： 5 ,596ha（ 田： 5,029ha、畑： 306ha、樹園地： 260ha）

■ 主要作物： 米、大豆、えだまめ、いちご、ト マト 、ミ ニト マト 、き ゅ

う り 、 食用菊、 そら まめ、 たまねぎ、 き のこ 、 日本なし 、 ぶどう 、

も も 、 西洋なし 、 いちじ く 、 チュ ーリ ッ プ切り 花、 鉢花、 ユリ 切

花、 その他 ( アイ リ ス、 カ ラ ー )、 乳用牛、 豚　 等 

第 6 章  区別展開

南区は、 信濃川、 中ノ 口川両河川によって育まれた肥沃な土壌を有し 、 県内でも 有数の果物の

生産量を誇るフルーツ王国です。

また果物だけでなく 、 水稲、 園芸作物や畜産など、 多様な農業が営まれているのが特徴で、「 食

と花の銘産品」 である「 し ろねポーク」 やチューリップの切り 花の産地としても知ら れています。

一方、 農家の高齢化による離農が進んでおり 、 遊休農地の発生を防止する必要があること から 、

農地の集積・ 集約化と 新規就農者の確保が重要な課題と なっています。

● 全国や海外に通用するブランド 品目を目指し 、 産地が行う 販売促進ＰＲ事業に対する支援に取

り 組み、 各種メ ディアを活用した南区産農産物のＰＲを進めるとともに、 関係機関と 連携して、

果樹産地の維持・ 発展に取り 組みます。

● また、 稲作農家へ園芸作物導入による複合経営への移行を促進するとと も に、 転作作物の産

地化を進め、 南区産農産物の認知度向上を目指します。 農地中間管理事業を活用し た農地集

積を図るとともに、 樹園地の受委託を進め、 廃園の防止に努めます。

ぶど う チュ ーリ ッ プ ル レ ク チエ

出典：「 2020 年農林業センサス」 農林水産省
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■ 農家数： 1,170 戸（ 販売農家： 909 戸、 自給的農家： 261 戸）

■ 農業経営体数： 925 経営体

　 　 　 　 　 　 　 　 　  （ 団体経営体： 12 経営体、個人経営体： 913 経営体）

■ 基幹的農業従事者数： 1 ,504 人（ う ち 65 歳以上： 61 .0％）

■ 経営耕地面積： 3 ,650ha（ 田： 2,896ha、畑： 746ha、樹園地： 7ha）

■ 主要作物： 米、すいか、だいこ ん、ねぎ、えだまめ、ブロッ コ リ ー、

メ ロン、 かぶ、 さ つまいも 、 小松菜、 にんじ ん、 かぼちゃ 、 そら

まめ、カ リ フ ラ ワー、いち じ く 、チュ ーリ ッ プ切り 花、チュ ーリ ッ

プ球根　 等 

第 6 章  区別展開

西区は日本海の夕日や海辺空間、 信濃川や佐潟など多く の水辺環境のもと、 稲作を主体として

いますが畑作も 盛んです。 国の地理的表示（ GI） 保護制度登録の「 く ろさ き茶豆」 や、 海岸砂丘

地帯では「 いもジェンヌ」 をはじ め、 すいか、 大根、 ねぎ等が生産さ れています。

「 く ろさ き茶豆」 や「 いもジェンヌ」 は関係団体と 組織し た協議会を通じ て、 首都圏などに向け

た一層の魅力発信等を進めることで、 更に認知度を高めていく 必要があります。

また、 米価の低迷や農業就業者の減少・ 高齢化が進む中で、 意欲ある担い手の確保や、 生産

性の向上が課題と なっています。

●「 く ろさ き茶豆」 をはじ めと する西区特産農産物の更なる知名度向上のため、 県内外における

ＰＲを実施し 、 一層の販路と 消費の拡大、 高付加価値化とブランディ ングに取り 組みます。

● 西区の農業を振興するため、 多様な担い手の確保・ 育成を進めるとと も に、 作業効率の高い

機械の導入や、 農地の集積・ 集約化、 園芸導入による複合経営や法人化を促し 、 引き続き安

定した農業経営に向けた支援を行います。

く ろ さ き 茶豆 いも ジェ ン ヌ 新潟すいか

出典：「 2020 年農林業センサス」 農林水産省
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第 6 章  区別展開

西蒲区は、 佐渡弥彦米山国定公園、 岩室温泉、 上堰潟などの観光資源が豊富な地域です。 緑

の山並みを背景とし た水田にハザ並木が残る景観は、 本市の農村地域を代表する景観と なってい

ます。

西蒲区の基幹産業は農業で、稲作のほか、「 食と花の銘産品」 に指定さ れている「 越王おけさ 柿」、

いちじく「 越の雫」 などの果樹をはじ め、 砂丘地帯を中心とし た地域での多様な園芸作物の生産

も 盛んです。

高品質で多様な西蒲区産農産物を「 西蒲ブランド」 とし 、 更なる消費拡大を図るととも に、「 に

しかん なないろ野菜」 など特徴のある農産物のブランド 化に取り 組む必要があり ます。

また販路の拡大とと も に地域の活性化にもつながる農家レスト ランや直売所などの地域資源を

活用し 、 生産者と 消費者との交流を促進する必要があり ます。

●「 田園の恵みを感じ ながら 心豊かに暮らせる日本海拠点都市」 にふさ わし い広大な優良農地等

を活かし 、 高品質で多様な「 西蒲ブランド」 の農産物の供給拠点を目指します。

● 力強い農業生産基盤などの整備・ 保全ととも に、 生産から加工・ 販売までを手がける６ 次産業

化の推進や農業者と 消費者の交流を深める農業体験を推進し 、 農業の魅力を伝え、 将来の担

い手の確保に努めます。

越王おけさ 柿 にし かん なないろ野菜 いち じ く「 越の雫」

出典：「 2020 年農林業センサス」 農林水産省

■ 農家数： 2,296 戸（ 販売農家： 1 ,623 戸、 自給的農家： 673 戸）

■ 農業経営体数： 1 ,676 経営体

　 　 　 　 　 　 　 　 　  （ 団体経営体： 54 経営体、個人経営体： 1,622 経営体）

■ 基幹的農業従事者数： 2 ,117 人（ う ち 65 歳以上： 74 .1％）

■ 経営耕地面積： 7 ,709ha（ 田： 7,270ha、畑： 308ha、樹園地： 131ha）

■ 主要作物： 米、 大豆、 すいか、 ト マト 、 みつば（ 水耕）、 ねぎ、 き ゅ

う り 、 だいこ ん、 小松菜、 ごぼう 、 カ リ フ ラ ワー、 春菊、 メ ロ ン、

そら まめ、 たまねぎ、 ながいも 、 キャ ベツ、 かぶ、 いちご、 かき 、

いちじ く 、 日本なし 、 ぶどう 、 も も 、 西洋なし 、 チュ ーリ ッ プ切

り 花、 ユリ 切り 花、 ひまわり 等切花、 乳用牛、 豚　 等 
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● 高収益に向けた農業経営

● 安心・ 安全な農産物の供給

● 農業・ 農村の振興に向けた取り 組み

● 消費者に愛さ れる地域づく り  等

● 農業・ 農村の役割について理解

● 地場農産物の購入

● 農業体験等によ る農村と のつながり

● 農業・ 農村の振興に協力　 等

● 安心・ 安全な食品の供給

● 地場農産物の消費拡大

　（ 魅力ある “食”の宣伝や商品開発等）

● 農業・ 農村の振興に協力　 等

●本構想の将来像の実現

●農業者・ 市民のニーズ、各地域の実態と 課題の把握

●時・ 人・ 場所に応じ た適切な農業施策の実施　 等

業農業業者者者・・ 業関係団体農業関係団体農業者・ 農業関係団体農業者・ 農業関係団体

事業者事業者事業者事業者 市　 民市　 民市　 民市　 民

新潟市新潟市新潟市新潟市

第 7 章  推進体制

本構想の推進による将来像の実現には、 農業者・ 農業関係団体・ 事業者・ 市民・ 関係行政機関

（ 国・ 県・ 市） が本構想の描く 目標に向かって一体性を保ちながら 、 それぞれの役割を担い、 主体

的に取り 組むこと が望まれます。

図 4 6 　 各主体の役割
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第 7 章  推進体制

1

2

農業者・ 農業関係団体に期待さ れる役割

事業者に期待さ れる役割

農業者及び農協・ 土地改良区等の農業関係団体は、 高収益に向けた農業経営の効率的な改

善はもとより 、 本市をはじ め国内外に安心・ 安全な農産物を安定供給すること が期待さ れます。

また、 自らが農村における地域づく り の主体であること を認識し 、 自然環境と の共生、 環境保

全型農業、 農業・ 農村が持つ多面的機能の更なる発揮など、 本市の農業及び農村の振興に向け

た取組を進め、 本市を訪れる人々や消費者に長く 愛さ れる地域づく り に協力すること が期待さ れ

ます。

食品関連産業などの事業者は、 安心で安全な食品を消費者に供給するととも に、 地場農産物

の消費拡大に向け、 魅力ある「 食」 の宣伝や商品開発を進め、 消費者が安心できる食の供給体

制を構築するなど、 事業活動において本市の農業及び農村の振興に協力すること が期待さ れま

す。

● 安全に配慮し た生産方式の導入、 担い手の多様な能力発揮、 消費者と の交流促進など、

農業者自ら の創意・ 工夫による経営改善と 消費者の安心と 信頼のも と に支持さ れる地域農

業の確立

● 農畜産業や食品関連産業から 発生する有機性資源の活用や、 環境保全型農業の推進によ

る環境負荷の低減

● 農業の営みによって維持さ れてきた農地、 農業水利施設、 環境・ 景観、 農村文化を 地域、

農業団体、 市民ボランティ ア等と の協働により 保全・ 継承

● 集落自治活動への参加・ 協力により 、 子ども から 高齢者までが暮らし やすく 、 都市と 農村

が活発に交流する魅力ある田園環境の創出

● 多様な担い手が活躍できる生産体制づく り や、 農業者が効果的・ 効率的かつ高収益な営農

を実現するための経営の複合化や多角化・ 起業など、 時代に即応し た支援

● 生産性の高い農業を支える農業生産基盤の整備、 農業水利施設の適切な機能更新、 長寿

命化を図る適切な施設の維持管理、 地域環境と 景観に配慮し た施設整備の促進

《 具体的な役割》

● 生産者と の連携強化のも と 、 地場農産物を 利用し た「 食」 の開発や宣伝による本市の農産

物の利用拡大

● 消費者が安心して食品を 購入できる仕組みの構築に向け、 食品の製造・ 流通・ 販売に関わ

る安全基準の遵守など、 企業の個々のモラルの維持と 相互の連携強化

● 有機性資源の利用促進、 ゼロエミ ッ ショ ン達成に向けた技術開発や活用など、 環境を重視

し た資源循環システムづく り や産業構造構築への参加・ 協力

《 具体的な役割》
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第 7 章  推進体制

3

4

市民に期待さ れる役割

市の役割

市民は、 食料、 農業及び農村が市民生活に果たしている役割の重要性について理解と 関心を

深め、 地場農産物の購入や、 農業・ 農村体験、 自然学習、 環境保全活動への参加などにより 都

市と 農村とのつながり を強め、 本市の農業及び農村の振興に協力すること が期待さ れます。

市は、 将来像の実現に向けて、 自然的、 経済的、 社会的諸条件や農業者・ 市民のニーズ、 各

地域の実態と 課題を的確に把握し 、 農業者や農業関係団体、 市民、 事業者、 高等教育機関など、

多様な主体と 協働・ 連携を図り ながら 、 時・ 人・ 場所に応じ た適切な農業施策を着実に実施し

ていきます。

● 本市の農業が、 新鮮・ 安心・ 安全でおいし い農産物を提供するだけでなく 、 国土・ 環境の

保全など多面的な機能を 発揮しているこ と の認識と 、 本市の農産物の優先的な購入など

地産地消の主役

● 栄養及び食料自給率の問題など「 食」 に関する 様々な知識や「 食」 を 選択する力の習得、

環境に配慮し た消費行動の選択

● 本市の「 農」 が有する豊かさ を次世代へと 引き 継いでいく ための農作業や農村文化伝承、

田園の地域資源保全管理の協働活動への積極的な参加

● 食料、 農業及び農村に関して、 国・ 県と の適切な役割分担のも と に、 市農業の進むべき方

向の提示と 、 農業生産基盤全般にわたる総合的な施策の実施

● 農業者や農業関係団体、 企業等の生産活動への支援や、 市民が主体的に取り 組む地域活

動に対する支援

● 食料、 農業及び農村に関する市民の理解を深めるための、 農業関係団体等と の協力による

情報の提供

《 具体的な 役割》

《 具体的な 役割》
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報告 意見

農業者等（ 生産・ 流通関係） 新潟市

市農業関係外部組織

他部局

区役所

農業者

農業団体

卸売市場

商工団体

農業関連及び一般企業

消費者･
諸団体

市 民 大 学

国･県

販売･購入

協力

市民･消費者 公的機関

■農業構想の実施

各区農政協議会

等

報告 意見

調整

調整指
示

報
告

市　 長

農林水産部

■農業構想の実施

■農業構想の進行管理

農業振興地域

整備審議会

各種協議会

等

連携・ 協働

連携・ 協働

連携・ 協力

第 7 章  推進体制

行政はもとより 、 農業者や農業関係団体、 さらに農産物の流通、 加工、 販売、 消費に関係する市

民や企業など、さ まざまな主体の役割分担と 協働・ 連携による取組を進めながら 本構想を推進します。

①農業振興地域整備審議会

本構想の策定又は変更、 農業及び農村に関する重要な決定、 施策の推進等について調査・

審議する附属機関です。 審議会は市から 本構想の進捗について報告を受け、 市は意見をもら

います。

②各種協議会等

担い手支援、 水田農業、 農業生産基盤の整備、 食育・ 花育など施策分野別に設置さ れてい

る協議会等です。 個別事項に関する調整等を行います。

③各区農政協議会等

地域毎の事項について、 各区役所より 農政協議会に報告し 、 意見をもらいます。

図 4 7 　 本構想の推進体制
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調査・ 審議

報告

農業振興地域

整備審議会等

公表

意見

農業者

市 民

【 取り 組み状況の把握・ 評価】

■評価指標の目標達成状況の把握・ 評価

■施策進行管理評価書等を用いた具体的な

取組（ 事業）の進捗の把握・ 評価

評価や意見に基づく 具体的な取組（ 事業）の

改善・ 見直し 、事業への反映

新　 潟　 市

第 7 章  推進体制

本構想の進捗などを定期的に把握・ 評価し 、 着実に推進していく ための進行管理を行います。

本構想の進捗・ 達成状況については、 第 5 章の「 評価指標」 の目標達成状況を毎年度把握し 、

農業振興地域整備審議会に報告するとともに、 ホームページ等を通じ て数値等を公表し 、 農業者や

市民が本構想の進捗状況を把握できる仕組みとします。

また、 具体的な取組（ 事業） の進捗については、 毎年、 施策進行管理評価書等を用い把握・ 評価

を行う とと も に、 農業振興地域整備審議会や各区農政協議会から の意見等などをふまえ具体的な

取組（ 事業） の改善・ 見直し 、 事業への反映を行います。

計画期間開始後 3 年を目途に本構想の中間見直し を行い、 本市農業・ 農村を取り 巻く 社会経済状

況の変化に応じ た施策について適宜検討します。

図 4 8 　 本構想の進行管理
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委員氏名 所属等

吉川　 夏樹 新潟大学農学部 教授

青山　 浩子 新潟食料農業大学 准教授

藤原　 茂昭 新潟市消費者協会 副会長

堀　 美鈴 公募委員

杉本　 克己 亀田郷土地改良区 理事長

髙橋　 七郎 新潟かがやき 農業協同組合 経営管理委員会 副会長

石山　 德行 新潟市農業協同組合 代表理事組合長

荒木　 康男 株式会社白銀カ ルチャ ー 代表取締役

神林　 正浩 全国農業協同組合連合会新潟県本部 担い手・ 営農支援部 部長

大野　 茂 新潟中央青果株式会社 常務取締役

玉木　 隆幸 株式会社新花 代表取締役社長

渡部　 浩 新潟県新潟地域振興局農林振興部 副部長

回数 開催日 検討内容

第 1 回 令和 4 年 8 月 1 日

（ １ ） 新潟市農業構想について

　 　 ・ 農業構想の考え方

　 　 ・ 策定部会の進め方

（ ２ ） 新潟市農業構想の達成状況の評価

第 2 回 令和 4 年 10 月 13 日

（ １ ） 本市農業の現状整理

（ ２ ） 次期構想について

　 　 ・ 章構成、 将来像、 基本方針、 農業構想の実現方策について

第 3 回 令和 4 年 11 月 10 日
（ １ ） 新潟市農業構想（ 素案） について

（ ２ ） 指標と 目標の設定について

第 4 回 令和 4 年 12 月 2 日
（ １ ） 新潟市農業構想（ 素案） について

（ ２ ） 指標と 目標の設定について

表 6   委員名簿

表 7   開催状況と 検討内容

第 8 章  策定部会の経過

新潟市農業構想の策定にあたっては、 広く 各界の意見を反映するため、 新潟市農業振興地域整

備審議会に農業構想策定部会を設置し 、 検討を行いました。

学識経験者、 市民、 農業従事者、 農業関連団体、 関係行政機関等で構成しています。
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新潟市農業構想策定部会委員

開催状況と 検討内容

第8 章  策定部会の経過



用　 　 語 解　 　 説

アグリ ・ スタ ディ ・ プログラ ム

田園型政令市・ 新潟の特徴を活かし た農業体験学習のこと 。 各教科等の学習を深化・ 補完し 、

生きる力を育むと と も に、 新潟の食と 農や地域の魅力を学ぶ等、 特徴的な取組。 本市では、

市内全ての小学校で農業体験学習の実践を進めている。

アグリ パーク

本市が平成 26 年度に整備し た、 農業に触れて親し み、 学ぶ場を提供する日本初の公立教育

ファ ーム。 農作業や家畜の世話などを体験できるほか、 農林水産部と 教育委員会が協働で作

成し た「 アグリ ・ スタ ディ ・ プログラム」 による農業体験学習を実施している。

いく と ぴあ食花

本市が平成 23 年度から 26 年度にかけて整備し た、 食と 花をメ インテーマに子ども から大人

まで様々な体験と 交流ができる複合施設。「 食育・花育センタ ー」、「 こども 創造センタ ー」、「 動

物ふれあいセンタ ー」 のほか、 マーケット 、 レスト ラン、 四季折々の花や緑を鑑賞できるガー

デンや展示館（「 食と 花の交流センタ ー」 エリ ア） があり 、本市の食と 花を満喫できる施設と なっ

ている。

家族経営協定

家族で営農を行っている農業経営において、 家族間の話合いを基に経営計画、 各世帯員の役

割、 就業条件等を文書にして取り 決めたも の。 この協定により 、 女性や後継者等の農業に従

事する世帯員の役割が明確化さ れ、 農業者年金の保険料の優遇措置の対象と なるほか、 認

定農業者制度の共同申請等が可能と なる。

環境用水
水質、 親水空間、 修景等生活環境又は自然環境の維持、 改善を図ること を目的とし た用水の

こと 。

基幹的農業従事者
個人（ 世帯） で事業を行う 個人経営体における 15 歳以上の世帯員のう ち、 ふだん仕事として

主に自営農業に従事している者。

経営耕地

農林業センサス調査日（ 2 月 1 日） 現在で農林業経営体が経営している耕地（ けい畔を含む田、

樹園地及び畑） をいい、 自ら所有し 耕作している耕地（ 自作地） と 、 他から 借り て耕作してい

る耕地（ 借入耕地）の合計。土地台帳の地目や面積に関係なく 、実際の地目別の面積としている。

国家戦略特別区域

特定の地域や分野を限定して規制緩和や税制上の優遇措置を行う こと で、 企業の投資や人材

を呼び込み、 地域経済の活性化を目指すために国が指定する区域のこと 。 平成 26 年 5 月に

本市を含む最初の区域が指定さ れた。

里潟（ さ と かた）
人々の関わり によって物質循環が維持さ れ、 多様な動植物の生息・ 生育する豊かな環境が保

たれるとと も に、 人々の暮らし や文化、 景観と 深く かかわる、 自然と 人が共存する潟のこと 。

食と 農のわく わく SDGｓ 学習

小学校高学年から大学生までの学習において、 食と 農に関する課題を自ら 設定し 、 主体的な

学びによる課題解決を目指す新たなプログラムの作成や学習環境を整えること で、 食や農の

産業を支える人材の育成を目指すも の。

食の外部化

共働き世帯や単身世帯の増加、 高齢化の進行、 生活スタ イルの多様化等を背景に、 家庭内で

行われていた調理や食事を家庭外に依存する状況が見ら れること から 、 食品産業においても 、

食料消費形態の変化に対応し た調理食品、 総菜、 弁当と いった「 中食」 の提供や市場開拓等

に進展が見ら れており 、 こう いった動向を総称し たも の。

食文化創造都市推進会議

食文化創造都市推進プロ ジェ ク ト

本市の魅力である「 食文化」 を更に磨きあげ、 国内外に発信し 、 その価値を多く の人と 共有

すること によって、 交流人口の増加や地域産業の活性化を図ること を目的に、 平成 26 年に

創設さ れた組織。 本市の「 食文化」 を世界に誇る財産として、 企業・ 団体・ 農業生産者・ 各

個人等が一丸と なってこの財産を育て広げるプロジェ クト を展開している。

スマート 農業 ロボット 、 AI、 IoT など先端技術を活用する農業のこと 。

炭素貯留

バイオマス（ 家畜ふん堆肥、 緑肥など） を農地中にすき 込むこと で、 その一部を微生物の作

用により 難分解性の土壌有機物に変換し 、 炭素として土壌中に吸収固定さ せること で大気中

の二酸化炭素濃度を低減さ せること 。

地域計画

（ 人・ 農地プラ ン）

人・ 農地プランと は、 農業者が話合いに基づき、 地域農業における中心経営体、 地域におけ

る農業の将来の在り 方などを明確化する、 人と 農地の問題を解決するための「 未来の設計図」

を描いたも ので、 国が平成 24 年から 進めてきた制度。

令和 4 年 5 月に関連法令の改正が行われ「 人・ 農地プラン」 が「 地域計画」 として法定化さ

れること なった。「 地域計画」 は地域での話合いにより 目指すべき 将来の農地利用の姿を明

確化するも の。 計画実現のため地域内外から農地の受け手を広く 確保し 、 農地中間管理機構

を活用し た農地集積・ 集約化を進めることと さ れ、 令和 5 年 4 月 1 日から 施行さ れる。

69

用語解説（ 五十音順）



用　 　 語 解　 　 説

地産地消推進の店

市民に新鮮で安心・ 安全な地場産の農畜水産物の良さ を知ってもら い、 地産地消の輪を広げ

ること を目的に、 地産地消に積極的に取り 組んでいる市内の小売店や飲食店などを「 新潟市

地産地消推進の店」 として認定する制度。

地理的表示（ GI） 保護制度

地域ならではの特徴的な産品の名称 ( 地理的表示 ) を知的財産として登録し 、 保護する制度。

農林水産省は、 生産業者の利益の保護をはじ め、 農林水産業や関連産業の発展、 需要者の

利益を図るよう 取組を進めている。 本市では令和 5 年 4 月現在西区特産物である「 く ろさ き

茶豆」 が登録さ れている。

新潟市園芸作物販売戦略会議

園芸作物の販路開拓・ 販売促進を目的に、 令和 3 年 4 月に本市が市内 JA 等と 設立し た会議

体。 市長を会長とし 、 ト ップセールスや民間事業者と 連携し た様々なプロモーショ ンを実施し

ている。

認定農業者制度

農業経営基盤強化促進法に基づき、 市町村が地域の実情に即して効率的・ 安定的な農業経

営の目標等を内容と する基本構想を策定し 、 こ の目標を目指して農業者が作成し た農業経営

改善計画を認定する制度。

農業サポータ ー

農作業をし たい、 園芸や野菜作り を学びたい、 健康づく り をし たいと 考える市民が農業サポー

タ ーとして登録し 、 消費者と 交流し たい、 農業に理解を持ってほし いと 考える農家の農作業を

ボランティアで手伝う 人のこと 。

農業振興地域整備計画

優良な農地を保全するとと も に、 農業振興のための各種施策を計画的に実施するため市町村

が定める総合的な農業振興の計画。 農業振興地域整備計画の中で定めている農用地利用計

画は、 今後 10 年以上にわたり 農業上の利用を確保すべき土地及び農用地区域内の農業上の

用途を指定する計画。

農業・ 農村の多面的機能

( 多面的機能支払交付金 )

国土の保全、 水源の涵養（ かんよう）、 自然環境の保全、 良好な景観の形成、 文化の伝承等、

農村で農業生産活動が行われること により 生ずる、 食料その他の農産物の供給の機能以外の

多面にわたる 機能のこと 。 平成 26 年度から 多面的機能支払交付金により 農業・ 農村の有す

る多面的機能の維持・ 発揮を図るための地域共同活動を支援。

農地中間管理機構

（ 農地中間管理事業）

農用地等を貸し たいと いう 農家（ 出し 手） から 農用地等の有効利用や農業経営の効率化を進

める担い手（ 受け手） へ農用地利用の集積・ 集約化を進めるため、 農用地等の中間的受け皿

と なる 組織。 平成 26 年度に全都道府県に設置さ れた。 農地中間管理事業は、 農地中間管

理機構が、 農用地等を貸し たい農家（ 出し 手） から農地を借り 受けて、 農業経営の規模拡大

や効率化を図る担い手（ 受け手） へ貸し 付ける事業。

農地の集積・ 集約化

農地の集積は、 農地を所有し 、 又は借り入れること 等により 、 利用する農地面積を拡大 する

こと 。 農地の集約化は、 農地の利用 権を交換すること 等により 、 農地の分散を解消すること

で農作業を連続的に支 障なく 行えるよう にすること 。

非主食用米
新規需要米（ 米粉用米、 飼料用米、 稲発酵粗飼料（ ＷＣＳ） 用稲、 新市場開拓用米等）、 加

工用米など国内主食用米以外の用途に用いる目的で生産さ れる米のこと 。

冬みず田んぼ

稲刈り が終了し た冬から 春にかけて、 田に水を張る「 冬みず田んぼ」 は、 江戸時代から 行わ

れてきた農法。 冬の間も 田に水を張ること で、 さ まざまな鳥が飛来し たり 、 イト ミ ミ ズなども

繁殖・ 発生し たり すること で、 多様な生物が生息するなど生物多様性に貢献している。

マッ チングアプリ

労働力不足に悩む園芸農家（ 求人者） と、 多様で柔軟な働き方を望む求職者をスマート フォン

アプリ「 １日農業バイト  dayw ork」 を活用しマッ チングさ せること で、労働力の確保を支援し 、

園芸作物の増産を図り ながら 新たな販路開拓につなげていく も の。 令和 3 年 12 月、 新潟市

園芸作物販売戦略会議が Kamakura Indust ries 株式会社、 新潟雇用労働相談センタ ーと 連

携協定を締結。 令和 4 年 3 月より 運用開始。

遊休農地

次の①、 ②のいずれかに該当する農地。 ① 現に耕作の目的に供さ れておらず、 かつ、 引き 続

き 耕作の目的に供さ れないと 見 込まれる農地　 ② その農業上の利用の程度がその周辺の地

域における農地の利用の程度に比し 著し く 劣っていると 認めら れる農地（ ①に掲げる農地を除

く 。）

６ 次産業化

農林漁業者（ 1 次産業従事者） が原材料供給者としてだけではなく 、「 地域資源」（ 農林水産物、

バイオマス、 自然エネルギーなど） を有効活用し 、 加工（ 2 次産業）、 流通（ 3 次産業） に取

り 組み経営の多角化を進め、 農山漁村の雇用確保や所得の向上を目指すこと 。

ICT（ 情報通信技術）

Inf ormat ion and Communicat ion Technology（ 情報通信技 術） の略。 IT（ Inf ormat ion 

Technology（ 情報技術）） に「 Communicat ion」 を 加え、 ネッ ト ワーク 通信による 情報・ 知

識の共有が念頭に置かれた表現で、 国際的には IT より も 一般的と なっている。
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